




序

　「政策分析レビュー（Policy　Analysis　Review，　PAR）」は米アーバン・インスティテユート（The

Urban　Institute）／政策研究者海外ネットワーク（PRAN－J）が東京財団と共同して1999年7月

より2㎜年2月に実施した政策研究プロジェクトです。

　激動する現在、日本の政策形成能力は残念ながら時代の要請するグローバルな視点と水準、

国際競争力とを併せ持つものとなっていません。この根本には、「政策研究」「政策分析」と

いう、民主的統治の基本的道具として適切な「政策の形成」が成熟しておらず、そのために

不可欠である「政策分析（ポリシー・アナリシス）」といわれる学際応用領域が、日本では専

門分野として立ち遅れており、かつ今後の社会に必須とされる「ポリシー・アナリスト」が

育ち、活躍する環境と条件がないことがあげられます。この問題に対処するためのひとつの

鍵は、海外で各種政策研究に従事している研究者や実務家の力・人的資源の有効利用にある

といえるでしょう。

　政策研究者海外ネットワーク（PRAN－J）は、こうした問題意識のもとに海外で活動を続け

る日本人の政策研究者と世界の研究者との連携を深めつつ、その持つ情報・知識をネットワ

ー クするものです。

　海外の大学・研究機関・シンクタンクで働く学者、大学院生、政策研究者や、国際機関や

民間企業、公共機関、NGO、　NPOで働く日本人研究者や実務家はここ10年から20年でその数

は大幅に増え、そうした経験を踏まえて日本への新たな視点と提言を持つものが少なくあり

ません。これまで殊に政策研究と政策形成に関わる知識・研究・提言などは、個別単発的に

関連学会に発表される以外はいわば死蔵され、埋もれてきました。PARはこれらの政策分析

と研究を伝え、日本の人々により幅広い政策の選択肢を示すことによって、21世紀日本の民

主的統治の成長に貢献できるものと考えます。

2000年10月

政策研究者海外ネットワーク

　上野真城子

　角南篤
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Lなぜポリシー・アナリシス・レビューか

上野真城子（アーバン・インスティテユート研究員）

角南篤（コロンビア大学大学院公共政策フェロー）

政策の成功

　この7月4日のアメリカ建国記念日は明るさに満ちていた。アメリカ経済の好調とあわせ

てその1週間前にホワイトハウスは財政収支の今後10年間の黒字巾を前予測より大幅に上げ

て2．9兆ドルになると発表した。余剰を減税にむけるか医療改革かと性急な議論が始まり、ま

だ手にしていない紙の上の予測に楽観的過ぎるとの批判もあがっている。しかしここ10年の

アメリカの財政策定プロセスにおける大きな構造改革の努力は、財政を統制できる、コント

ロール出来るものにしてきており、その上でこうした予測を可能にさせたという点で大きな

意味を持っている。アメリカ人の好きな星条旗を模す花火を見つつ、アメリカの「政策の成

功」（ポリシーサクセス）というアリス・リブリン女史の言葉が蘇ってきた。

　先月アリス・リブリン女史は連邦準備局副議長を退任し、古巣であるブルッキングス研究

所に戻った。議会予算局（CBO）を創設し管理予算局（OMB）長官を勤め、政策の形成と実施の両

方に関与してきた彼女は、現在アメリカの最も高い評価を得る政策アナリストの一人である。

2年前女史はAPPAM（Association　for　Public　Policy　Analysis　and　Management：公共政策経営協会）

の20周年総会の記念講演の際、アメリカ社会は確実に良き方向にむかっていること、残され

ている大きな課題はアメリカの人々の「公正：フェアネス」への疑問にどう応えていくかに

あること、そして政策アナリシスと政策アナリストの重要性とAPPAMの果たした役割を称

え、アメリカの「政策の成功：Policy　Success」と結んだのである。

「アメリカン・ドリームの復活」：政策アナリストの視点

　リブリンは1992年に「アメリカン・ドリームの復活」を著わし、その中で1990年代初頭

のアメリカ社会においてアメリカンドリーム、すなわち経済的将来への期待と民主的政治シ

ステムへの信頼ということ、これが崩れていることが最も問題であり、この解決には政府の

財政赤字の削減、経済発展、貧困と公害の撲滅、生産性の向上を目指さなければならないこ

とを示した。この目標の達成には経済の実績をあげることと同時に民主的政治システムを機

能させなければならず、異なるレベルの政府間の機能、役割、責任分担の見直しが不可欠で

あるとした。グローバリゼーションの流れの中、国家間の相互依存性の高まりによって連邦

政府の役割は確実に変化強化させる必要がある一方、国家運営上、より効果的な国内政策と

その執行は州政府や地方政府によって担われる必要があり、連邦政府は拡大してきたその権

限と責任を本来の民主主義にうたった地方自治に戻し州地方政府に委譲する事が必要である。

5



ことにアメリカの経済回復は州と地方の自立強化なしには有り得ない。地方の自立はトップ

ダウンではなく、効率的な行政運営し、資源税金の有効利用に責任を持ち、地域の問題の解

決をはかり、社会負担を軽減し、雇用を増大し、新産業を担う高質な労働力と次代の創造的

人材の確保のために教育に投資することなど、地方自らのボトムアプの改革の作業が不可欠

である。ことに教育では一つ一つの学校の運営改革は優れた教師と父兄、学校経営者の参加

によって改革が可能となるように、犯罪、麻薬濫用、十代の妊娠出産などの解決、介護、ソ

ー シャルサービス、住宅、コミュニティー開発、基幹設備整備などは本来地方が責任を持ち、

その力と資源をもってしかやれないことである。連邦政府はこうした領域の事業を州政府に

委譲し国家財政の健全化をはかる。一方、連邦政府は国防と外交に責任を持つこと、また交

通通信、研究開発、河川空気汚染等の分野においては連邦から地方に向けた指導力を持っこ

と、また社会保険制度の維持継続に責任持つ。さらに健康医療保険は連邦政府の課題である。

これらの議論の上、リブリンは1990年代のアメリカの主要な政策課題は生産性の向上、地方

分権委譲、地方の徴税力の強化、健康医療財政、政府財政赤字の解消と予算の健全化にあり、

それらを実施する行政システムを、民間企業の経営革新の経験を入れて効率化を図り、参加

型民主主義によって再強化することで改革を押し進めることを示した［Rivlin，1992］。

　「アメリカン・ドリームの復活」でリブリンが説いたことは、それまでのマクロの経済政

策の転換を模索するのみではなく、人々が自らの生活、そしてそれを取り巻く政治・社会制

度を自らの手で再構築出来るという感覚をよみがえらせることがアメリカにとって不可欠で

あり、政策はそれを目指さなければならないとした。ここ10年ほどの社会政策は、福祉と経

済成長をつなげる政策、すなわち従来型の援助から自立向上へむけた「福祉卒業」と労働・

雇用・居住のモビリティーを高めてより機会平等を保障出来るか模索してきたといえる。こ

の中でミクロな政策対応が重視され、研究においてもミクロ政策の影響の予測評価分析が多

くなされ分析手法の開発が進められた。すでに30年近く前1970年代初め、当時の健康教育

福祉省（HEW）の次官補として社会サービスの事業評価に携わったリブリン女史は、例え

ば教育バウチャー制度では子供の絶対的な達成度だけでなく経年的な発達変化など多元的評

価基準が開発された上で導入を検討する必要のあることなどを指摘し、多くのミクロの経済

社会問題の政策的対応においては、広範な社会実験の重要性と政府機関のアカウンタビリテ

ィーの必要性、そして総合的、客観的、科学的な政策研究と評価基準の研究の必要性を示し

ている。

政策アナリシスの変遷：「月と貧困」問題の解決をめざして

　米国における政策アナリシスは、従来の研究に科学的な分析手法を積極的に導入すること

で大きく拡大してきたといえる。その端緒は、ジョンソン政権のもとで行われた「偉大な社

会：貧困との闘い」政策であった。当時、米国はソ連との宇宙競争に勝ち、科学に対する信

頼も頂点に達しており、多岐にわたる国内外の政治問題をも科学の力で解決できるという一

部楽観的な雰囲気に包まれていた。加えて、これまでの自然科学の目まぐるしい発展に比べ、
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社会的貢献度の見え難い社会科学に対する批判もあいまって、我々は月に人間を立たせるこ

とに成功したが、身近な貧困問題は未だ解決策すらないという「月と貧困」問題に答えるも

のとして、政策アナリシスに対する期待が膨らんだ。公民権問題も引き継いだジョンソン政

権は「偉大な社会」政策を推進することで都市・貧困・人種を中心とした社会福祉問題の解

決を目指したのである。「偉大な社会」政策を契機に、政策アナリストの育成を目指した大学

院教育が著しい広がりを見せ、ミクロ経済学やオペレーションズリサーチなどを中心とした

人間行動分析に徹底した、合理性を前提とするカリキュラムが積極的に取り入れられた。こ

のような、経済学、統計学と政治学の融合は、結果的に公共選択学という新しい分野を生み

出すに至ったのである。

　現在のアメリカの高等教育機関に設立されている公共政策学部の背景には二つの流れがあ

る。第一は20世紀初頭に公務に従事する人材の訓練を目指して創られたpublic　administration

schoolsの流れを汲むもの、第二は行政管理に加えて代替政策研究に焦点を当てたpublic　affa治

の流れである。1960年代の終わりまでに政府による政策評価の積極的導入がエコノミストを

中心とした政策アナリストの需要（政府の主要な政策決定部署にエコノミストが多数登用さ

れた）につながり、1970年代の半ばまでにpublic　policyとしてのプログラムが繁栄し、この

時点でpublic　administration，　public　affairsという名前をpublic　policyに変えた大学、そしてま

た新しい課目構成をはかった大学をあわせ、多くの公共政策系大学と大学院public　policy

schoolsが設立された。

　しかし、その後、ベトナム戦争やエネルギー・環境問題といった非近代思潮のなかで、科

学に対する信頼が失われ、「偉大な社会」は政策によって人間行動自体を変えることが難しい

ことを明らかにし、政策が当初の目標に沿った成果を出せないまま、特に連邦政府の権力拡

大に懸念する勢力を中心に「失策」とされることになる。前述したリブリン女史と等しく「偉

大な社会」を支えてきたプルッキングス研究所のC．シュルツも、60年代後半から70年代に

かけて政策アナリシスの問題点を指摘しているが、政策アナリシスへの期待は「偉大な社会」

政策の明暗に左右され、80年代薄れたと言える。

　政策アナリシスに対する社会的期待の変化は90年代から現在の米国の政策アナリシスの性

質と有り様を形作る契機になった。大きな問題を一挙に変革するよりも、解決の可能性のあ

る小さな身近な問題に焦点を絞った漸進的な改革を目指す、現実的な問題意識が主流となり

はじめた。また、それまで一人の政策決定者にフォーカスしたトップダウン方式による中央

集権型のアプローチから、ボトムアップ方式による多様な価値体系を前提にした分析が重視

されるようになった。同時に、公共選択中心で広がっていた「政策アナリシス」運動も、新

たに政策評価や政策執行（インプリメンテーション）の研究に関心が移りはじめ、政策研究

の体制も政策関連知識と情報の独占を促す中央集権的な体制から数々の競合する分散型の体

制へ移行していった。現在の政策アナリシスはその結果、知識の独占化を弱める分散的傾向

が強く、また「現場主義」に基づくフィールド重視と実務実践との関わりを重視した研究内

容が中心的になっている。昨今のAPPAMにおいて多くの課題を提供している「新連邦主義

の検証」は現在アーバン・インスティテユートが中心に行っている大規模な政策アナリシス
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評価のプロジェクトで、複数の民間財団が60億円ほどを多年にわたってサポートするものだ

が、多くの政府機関やシンクタンク、大学研究機関の政策アナリストとアナリシスの蓄積を

動員して「新連邦主義」の目指す小さな政府と地方分権委譲、具体的には個人責任と就業機

会調和法（PRWORA）が国民の福祉、家族の福祉をどう変化させるのかを総括し評価し社会

に問うものである。またAPPAMの政策アナリシス理論・方法論研究部門では「政策アナリ

シスと民主主義」の問題、「分析手法に対する政治的価値選択の問題の内性化」（ポストポジ

ティビストのQ方法論を巡る問題点など）などが積極的に取り上げられている。　同時に、環

境問題など自然科学の範疇で解決不可能な科学によって引き起こされた社会問題である「超

科学問題（トランス・サイエンス・クエッション）」も、「偉大な社会」政策の失敗とあいま

って科学に対する不信感を社会に蔓延させながら政策アナリシスにおいてもより現実的なア

プローチへの転換を促す結果になった。今日、米国で政策アナリシスの盛んな分野である、

公衆衛生／環境問題、社会保障／公共住宅制度、福祉・教育改革、科学技術などは、このよ

うな米国独自の歴史的背景によって形作られたものであるが、これらは従来の冷戦下で機能

をしてきた集権的政治システムでは適切な対処の方法と代替が示せず、分散型政策研究が重

要な意味を持つことになった。そしてこれらの政策領域において、可能な限りの情報と科学

的論拠を基とした多元的政策アナリシスが、個別政策の評価と影響、そして政策相互の関連

性などをある程度説明算定出来るものとしてきたといえる。このミクロの政策の影響と相互

関連性を解く作業は留まるところのない政策アナリシスの課題である。

政策アナリストの必要

　現在のアメリカ社会の特質として、多元的な適切な政策アナリシスが存在することが上げ

られるが、加えてそれらのアナリシスが改革に実際につながるためにそれを伝達する政策ア

ナリストがいること、そして彼らによる政策リーダーシップの存在を見落とすことは出来な

い。アーバン・インスティテユートのG．ピーターソンは、近年の財政と税制改革のパラダ

イム・シフトは、政策アナリシスが直接に政策を変えたというよりも、幾人かの強力な政策

アナリストが、その各々が得た政策アナリシスの結果を、それぞれの対象とする「聴衆」に

分かる言葉で、積極的な言論執筆活動を行い、世論を動かし政治過程に影響を及ぼしたこと

が非常に大きいと分析している。これは政策アナリシスはその本来の目的である「問題解決」

を達成するため（学問の発展を目的とするのではなく）に、現実の統治：ガバナンスと政策

執行に結び付けていく伝達者としての政策アナリストを必要とすることを示している。情報

革新による伝達手段の変化はあるとしても優れた政策アナリストとそのリーダーシップの必

要性はますます高くなるだろう。政策アナリシスが大学に代表される学問の府だけから生ま

れるものではなく、より多元的、分散的、独立的な政策分析研究組織と機構が必要であり、

そうした環境があって政策アナリストが生みだされる（注1）。アメリカの政策の成功は、よ

り適切性を持つ政策アナリシスが行われ、それが政策アナリストたちによって共通言語とな

って伝達され、政策の優先性を判断するよりよき情報とアイデアを提供出来るように成った
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こと、それを可能にする社会システムとその過程に関わる人々の達成と成功であるといえる

のではないだろうか。

　リブリン女史は政策の成功をいった2年前のAPPAMの総会の後で、我々に「日本に今必

要なのはポリシーアナリシスです」と明言された。日本には今、政策アナリシスとアナリス

トが大量に必要とされていると思う。今回の政策研究者海外ネットワーク（PRAN－J）が東京

財団の支援で行う「ポリシー・アナリシス・レビュー」はこのアメリカの特有な環境と歴史

を視野に入れた「政策アナリシス」の動向を把握し伝える試みであり、日本に「政策の成功」

をもたらす努力への一助としたい。

注1．アメリカにおける政策アナリシスは様々な組織、機関においてなされている。これを産

業と市場として概観したものが下図である。政策研究、評価、分析は社会の公共財であり、

それは多様な場でなされる必要があると考えられてきたからである。そしてそれとともにこ

れらの機関間を人材が流動する。これを可能にする雇用制度と慣習がより有効な政策アナリ

シスと政策アナリストを産む環境としてあるといえるだろう。

9



アメリカにおける政策形成産業と市場

　　　　プロダクト：政策分析・評価

需要1供給者

政府機関

　供給者

非政府機関

　　需要者
顧客／スポンサー

行政府

　OMB
　Departments
　Agencies

立法府

　CRS
　GAO
　CBO

非営利独立シンクタンク

　Brookings
　The　Urban　Institute

　Rand　Corporation

　CSIS、　AEI、　IIE

APPAM

大学1学界

　公共政策系大学院

　高等研究機関

営利シンクタンク

　企業コンサルタント

　Abt、　Mathematica

民間財団

　企業

　市民

顧客／需要層

メテイア

政治家

市民

学者／研究者

（上野：07／15／99）
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皿．福祉改革の成功

上野真城子（アーバン・インスティテユート研究員）

福祉改革の成功

　アメリカで現在進行中の改革が二つある。ひとつが連邦政府業績成果法（Federal　Govemment

Perfb㎝ance　and　Result　Act　of　l993，　GPRA）による政府行政機関の機構改革であり、もうひとつ

が1996年の「個人責任と就業機会調和法（Personal　Responsibility　and　Work　Opportunity

Reconciliation　Act　of　1996，　PRWORA）」による福祉改革である。今回の連邦政府財政予算の黒

字化健全化は経済の好況による税収増が大きいが、これらの改革は、政府のアカウンタビリ

ティーを高め、財政のコントロールを可能にし、その中で国家の方針の変換が可能となり政

策が機能することを示した点では、政府への信頼の回復を合わせて意味は大きい。

　ことに福祉改革は近年の新連邦主義すなわち「小さな政府」と地方分権地方委譲（デボル

ー ション）の具体的な執行といえる。これは60年あまりになるアメリカの福祉行政における

異なる政府間（連邦、州、地方）の責任負担の体制を変え、また福祉受益に関する考え方を

転換した国内政策の展開においても画期的なものである。1935年以来60年余り福祉政策と事

業は拡大し、1995年時点において連邦の福祉負担は予算の6分の1、約2500億ドルを占め、

440万世帯が給付資格世帯であった。これを96年法は、自立自助こそがアメリカの基本理念

であり、福祉は「必要な者」に資金給付する援助ではなく、労働し就業する能力を付与する

ための援助であるとしたのである。そして家族や個人が自立のため雇用就業の機会を得られ

ることとそれに必要な就業訓練や託児サービスなどは、州政府と地方政府が責任を持つもの

とした。主要な変革は1935年来の最も基本的な福祉政策である要扶養児童家族扶助制度

（AH）C）を破棄し、要家族臨時扶助制度（TANF）に置き換え、多省庁が別々に行ってきた

福祉関連事業を廃して一括補助金（ブロックグラント）として、これを州に配分し州政府の

自由裁量に任せた。　また現金給付は受益者の生涯中、5年を超えることは出来ないという年

限を定めた。福祉に永久依存し、かつ何世代をも貧困サイクルの中に居続ける人口を減らす

こと、分散した事業別の受益資格型給付制度から生じる連邦政府の福祉費用を削減し、地方

政府に責任を委譲することが目指されたのである。

　この福祉改革の実施で実際にケースロードは約半分に減り、そして実際に就業したものは

35％となった。そしてブロックグラントには総額40億ドルの残余があるとされている。

　福祉改革は3年目においては成功を宣言している。この成功には州政府の連邦政府以前か

らの創造的改革努力が大きく影響し、かっ連邦政府の政治的リーダーシップがあったこと、

経済好況と政策変更の効果がかみあったことである。しかし一方この改革が不況にあえば脆

く頑強であるとはいえない。

　現在福祉改革を通して新連邦主義の理念が地方自治と家族と子供たちの福祉安寧に長期具
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体的にどう影響を及ぼすのかを追跡し、同時にこの改革の過程を助ける政策分析評価研究の

大規模な試みが民間の資金と知を動員した進められている。この福祉改革は新連邦主義にお

いて国民のセーフティーネットがいかに築き得るのか、新連邦主義が貧困と福祉というアメ

リカ社会が長く解けずに葛藤してきた問題へ、政策分析にも新たな挑戦と地平を切り開くこ

とになる。

新連邦主義と福祉改革

　今回アメリカの経済成長は明らかに「ニューエコノミー」の産業力をはずみとした民間企

業による市場経済の成長が大きいが、国家財政の健全化すなわち国家財政が管理コントロー

ルの効くものとなってきたことが重要な要因を占める。これは国家財政予算の形成と決定過

程がアカウンタビリティーを持ち、相当に根源的な財政構造改革が出来たことを意味し、国

家財政が究極的に長期的な国家の在り方と目的の達成に有効に機能するものとしたというこ

とである。これを可能とした背景はひとつのマクロ政策ないしはミクロ政策の成功に起因す

るのではなく、多元的な政策のダイナミズムがある程度解明され理解されてきて、それらの

政策が輻較しつつ機能し効果をもたらしたことによるといえるだろう。いうまでもなくそれ

らはまだ全くの不完全なものであるが。

　アメリカのここ十年の基本的な政策は財政赤字の解消を根本として、国内政策の重要性の

認識の上に、政府の責任の限定とアカウンタビリティーの確保、財政負担軽減のための施策

の見直しと機関の効率性の追求、連邦政府の福祉負担の軽減化、福祉の地方自治体への責任

委譲分権、その過程での自治体能力の強化、就労を促進する福祉改革を進めて来た。

　この流れを端的に示す法制は1993年の連邦政府業績成果法（Federal　Govemment　Perb㎜ance

and　Result　Act　of　l993，　GPRA）と1996年の個人責任と就業機会調和法（Personal　Responsibility　and

Work　Oppornmity　Reconciliation　Act　of　1996，　PRWORA）である。

　GPRAは政府のアカウンタビリティーの要求に対する政治的な対応でもあったが、その目

的のひとつはことに財政予算のアカウンタビリティーを高めることにあり、それは予算コン

トロールの能力を高め、それまでのばらまき事業のアプローチを大きく変えることであった。

財政予算は近代政府が機能する上での基本であり、政府の統治はこの財政予算をコントロー

ルする能力に係っているにもかかわらず、1970年代から80年代には政府は財政赤字を食い止

められず、赤字は膨大になった。かつ予算形成は猛烈に複雑化し不明瞭なものとなり、納税

者である一般の市民と予算形成者との間のギャップが拡大しこれが一般の政府不信につなが

った原因でもある。政府の規模の縮小と財政赤字の解消に直接につながらずとも、政策過程

の単純化と予算形成に透明性を与えることは総合的な問題解決に不可避のことと認識された。

1993年に副大統領の主導によるナショナルパフォーマンスレビュー委員会による政府機関の

業績パフォーマンスを計る指標と評価手法の提言のもとに政府機関の効率化と機構の改革の

原則が示されたのがGPRA法であり、これにおいて政府の主要な事業の成果が報告されるこ

とになった。
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　GPRA法では1997年までに政府機関に戦略計画を提出することを課した。この戦略計画に

は（1）機関の使命の宣言、（2）機関としてそのすべての主要機能と副次的機能についてその長期

の達成目標と目的を明らかにすること、（3）この目的目標地点の達成のために必要とされる戦

略と資金資源を明示すること、（4）長期の目的目標と年次の業績目標との関係を説明すること、

（5）戦略的目標の達成に顕著な影響を及ぼすであろう主要な要素や機関の行政域外の要因など

を明示すること、（6）戦略目標値の設定や改正にどのように事業評価を使ったか、そして将来

の評価の予定を明らかにすることが求められた。そして毎年各機関は2月の大統領予算教書

のすぐ後に年次業績報告を提出することを義務づけた。

　年次業績報告は（1）事業毎の達成業績のレベルを決めるため達成目標を設定すること、（2）そ

れら目標は、オーソライズされてない限り、客観的、数量的そして測定可能なものとして表

現すること、（3）運用手続き、スキル、技術、人材、情報、その他の目標達成に必要な資源リ

ソースについての短い説明、（4）適切な成果、サービスのレベル、それぞれの活動の結果につ

いての業績指標を設定すること、（5）この設置目標と実際の事業結果との比較の基盤を用意す

ること、（6）測定した値の正当性を確かめる手段を明らかにすること、が求められている。

　初期の1997年には戦略計画が提出されたが全般に政府機関のこの法律への対応は鈍く、議

会は法改正を加えて執行を強化している。1998年の2月から3月には年次業績報告が出され

たがこのうち24の機関についてGAO（会計監査局）が詳細なレビューと評価を行っている。

　副大統領ゴアの主導によるこの法において公務員が350，㎜人まで減少し1370億ドルがセ

ー ブされたと大統領府は発表している。現在政府は行政機関の「分かりやすい言葉づかい率

先」運動をしてすべての政府の文書が常識的な平準な言葉でかかれることを要請している。

副大統領のもとでさらには「政府再構築のための国家パートナーシップ」でよき顧客サービ

スが出来る改善を進めている。これらの流れは行政改革を、政府を統治を任され統治する者

とし、国民を統治される者とした上での従来の統治の関係を根本的に問い直す契機を作って

いるといえよう。

福祉改革

　個人責任と就業機会調和法（Personal　Responsibility　and　Work　Opportunity　Reconciliation　Act　of

1996，PRWORA）、一般的には福祉改革として知られるものは州政府が実施してきた連邦政府

の福祉事業をまとめて州に対する連邦政府の補助に上限を設定した連邦の一括補助金（ブロ

ックグラント）制度に置き換えたものである。連邦政府による国のセーフティーネットを構

成する事業の責任と負担を連邦から州政府に肩代わりさせることが地方分権委譲（デボルーシ

ョン）の中心課題といえる。

　主要な変革は1935年来の最も基本的な福祉政策である要扶養児童家族扶助制度（AH）C）

を破棄し、要家族臨時扶助制度（TANF）に置き換え、多省庁が別々に行ってきた食料券（フ

ッドスタンプ）、医療、住宅手当て、職業訓練等の個別事業を廃して一括補助金（ブロックグ

ラント）として州に配分し、州政府はこれを自由裁量で使用することとした。また現金給付
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は受益者の生涯中、5年を超えることは出来ないという年限を定めた。福祉に永久依存し、か

つ何世代をも貧困サイクルの中に居続ける人口を減らすこと、分散した事業別の受益資格型

給付制度から生じる連邦政府の福祉費用を削減し、地方政府に責任を委譲することが目指さ

れたのである。今のところ連邦の福祉事業費は削減されなかったが元の法制の費用水準を維

持しつつ重要な付随サービスを加えた。財政的貯蓄は制度運営をより厳しくすることによっ

てもたらされている。この改革を通じて州地方政府の構造改革と財政管理能力の向上が図ら

れてきた。

　州はこれにより州独自に福祉事業を運用する融通性を持った。これにより古い法制事業の

もとでの費用の水準を維持しつつ重要な付随サービスを加え、今のところブロックグラント

に40億ドルの財政貯蓄を生んでいる。これは関連事業での受益資格を厳しくしたことと就業

促進によってケースロードの減少によってもたらされている。

地方委譲と地方行政力の向上

　この分権委譲の新しい動きは多くの政策形成者たちに非政府組織を地域地方での人的、経

済的、社会的資源を造るにおいて大きな役割を果たしている。

　このブロックグラントによって州地方政府の行政財政能力の向上、公共民間パートナーシ

ップによる地方の経済回復などが輻車奏複合して地方の自立力の強化がなされている。

　この福祉改革の実施で実際にケースロードは1998年には880万人、300万世帯となり1994

年から44％の減少を示した。法律では1998年に州は成人福祉受益者の30％が最低20時間働

いていることを義務づけたが実際には35％が就労しており、ある州では55％が就労している。

また財政的には合わせて40億ドルがコミュニティーブロックグラントに残されて貯蓄になっ

ている。

家族福祉への影響

　この1996年夏のPRWORAの法制化から、州の法制の変化と福祉改革の行政経営手続きの

変化、そしてことにそれらが子供と家族に及ぼす影響の変化を見極め検証することに対する

強い関心が出てきた。1996年アーバン・インスティテユートはこの連邦政府から州への、健

康医療、雇用、社会サービスにおける責任の漸次の移行について政策分析者の立場から緊急

の疑問を挙げた。この移行の本質と範囲、州による政策選択肢の開発とその制約、この新し

い統治制度のもとでの子供と家族、そして貧困層の対応などを評価していく必要が認識され

たのである。これは政策遂行と同時に政策評価をしていくという、事前事後評価からさらに

新しい評価の有り様が出てくるものといえよう。（注）

（注）1996年アーバン・インスティテユートはこの福祉改革政策の分析の必要をみて、その30年の歴史

　　でも最大の政策評価研究事業「新連邦主義の検証」をスタートさせた。6年にわたる多年研究で現在

　　これを民間の12財団が、総額70億円規模の資金を提供することになっている。連邦政府の責任と
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負担の軽減縮小、州政府、地方自治体の責任、負担の増大、特に国民の福祉を連邦政府から地方へ

の分権委譲という、国内政策方針の大転換、この「新連邦主義」という政策の選択が具体的に家族

と子供たちにどのような影響を与えるのか、この政策の変化を辿り、評価検証しようというもので

ある。研究は全50州を一覧出来る、福祉データベースの作成、5万人を対象とする家族の経年調

査、13州を例とする実際の福祉政策制度の変化のケーススタディーなどで構成され、この新連邦主

義が実際に家族、コミュニティー、自治体にどのような変化をあたえるものであるかを明らかにす

る。このプロジェクトはアーバン・インスティテユート内に置かれるが、独立の助言委員会を持ち、

外部からの人材、機関、政府機関、シンクタンクの参加を多面的に取り入れる。このデータベース

はウェブサイトで誰でも見ることが出来、この評価事業はその研究の過程が同時に市民と自治体の

この政策への政策対応と政策形成に役立つことを目指している。この政策が取られる時点1996年

でどの州においてもひとつとして同じ福祉ロードも事業もなかったし、各州で貧困層の生活水準も

異なっていた。結果として膨大なデータが集められ比較可能にし州間を公正に扱う必要が出てきた。

　この研究事業は既に900の変数を入れたデータベースが作られており、人口、経済その他の項目

が入っている。ケーススタディーとして13州の健康医療政策と社会サービスが追跡され、1998年

には最初のアメリカの家族の調査が完了している。1997年に行われた電話調査をもとにして45，000

の子持ち家族の福祉の状況が浮き彫りにされた。調査は従来の福祉の判断の項目としての所得や医

療保険の範囲といったことを越えて、親が子に何回ぐらい本を読んでやるか、親に精神衛生上の問

題の兆候があるかなどが加えられている。

改革の理念と政策評価

　福祉改革の実施の具体的契機は、財政危機であり、経済不況であり、加えて多くの社会不

安と政治および政治不信にあった。必要に迫られたものであったが、この政策の基本となる

改革の理念は一朝一夕につくられたものではない。1960年代の「貧困との闘い」以降の様々

な社会政策実験事業と、それらの政策分析評価と論争の歴史が関っているといえる。福祉理

念の形成には国家が介入すべき問題と役割、政策の目的、目標の明瞭性が不可欠である。ア

メリカ社会は貧困研究を基幹として、様々な社会政策での評価と論争を続けてきた。実はこ

れが改革を可能にした非常に重要な要素である。政策分析や評価は政治に置き換わるもので

はないが困難な決定をする際に、ことに投じる資源から出来る限り多くを得るための決定を

促がす、政治過程における必須のメカニズムといえる。

　アメリカは1970年代にすでに貧困層低所得層のための住宅供給を、公共住宅建設型事業を

減らし、世帯への所得補助に近い家賃補助バウチャー方式へと変換させている。この変換は

建設型公共事業が引き起こす、事業運営での汚職、不正、非効率、そして配分結果の不平等、

非公正などが政策研究において明らかにされたからである。70年代の家賃補助実験事業にお

いては公正配分、公共財政への影響の短期長期的健全性、事業実施の容易性、影響効果、費

用効率性、卒業可能性などが評価軸として開発適用された。それに付随してのミクロの政策

の影響を測るシミュレーションモデルが多々開発されてきた。今回の福祉法の制定以前の議

論検討において議会の公聴会での証人の数は600人を越えている。この中で政策分析研究が

どれほどの有効性を持ち、役割を果たしたかについてはブルッキングス研究所のケント・ウ

ィーバーが議論している。

　福祉改革は3年目においては成功を宣言している。州政府の連邦政府以前からの創造的改
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革努力が大きく影響し、かつ連邦政府の政治的リーダーシップがあったことを基盤に、経済

好況とそして政策変更の効果がかみあったことである。

そして福祉改革が真に問われるのはこのセーフティーネットが不況においても機能するか、

新連邦主義においてアメリカ社会が長く葛藤してきた貧困と福祉の問題を解けるのかであり、

政策分析にも新たな挑戦をもたらしている。
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m．アメリカにおける教育バウチャー（教育券）

システムの評価と課題

渡邉聡（American　Institutes　for　Research研究員）

田

　ミルトン・フリードマンが著書、Capitalism　and　Freedomの中でバウチャーの重要性を唱えて

からおよそ40年、アメリカではそのアイディアは様々な形となって少しずつ現実性をおびた

ものとなりつつある。フリードマンの意図するバウチャーが教育政策の枠の中だけに制限さ

れていたわけではないが、アメリカの特に大都市における公立校への苛立ちが教育バウチャ

ー、つまり“教育券”の重要性を再浮上させている。

　アメリカ内では、私立小中高校に比べ公立校に在学する生徒の能力が一般的に低いとされ

る考え方が定着している。しかし私立校の授業料は公立校のそれに比べはるかに高額であり、

均等な教育機会が全ての所得層の家庭の児童に与えられているとは決して言えない。教育バ

ウチャーは、このような所得差や社会層の違いからおこる教育機会の不平等を解決しようと

する苦肉の策であり、各家族が公私立校を問わずに自由に教育投資の機会を追及できるマー

ケット・チョイスの観念にもとついたシステムと言える。

　しかしながらアメリカでの現在までにおける教育バウチャーに関する議論は、その効果の

確かな証拠にもとついたものではなく、学者、政策研究者、そして現場を支える教育者間の

理論的、イデオロギー的な論争になっていると言わざるをえない。その根底にある問題はや

はり連邦政府、あるいは州政府単位で教育バウチャーを実際に施行したケースが少ないとい

うことにある。こういった様々な理念やイデオロギーを中心とした議論の中で度々注目され

る数少ない教育バウチャーの実例の一つが、1990年から1995年までウィスコンシン州、ミル

ウォーキーで試験的に行われたバウチャー・システム（Milwaukee　Vbucher　Experiment）の導入

である。公的資金を利用した教育バウチャーの対象とされたのは、世帯所得が貧困ラインの

L75倍以下の家庭の公立校に通う児童であり、これらの児童にミルウォーキー内にある私立

校に通学する機会を与えたものである。この5年間に実際に教育バウチャーを支給されたの

は、ミルウォーキー内の公立校在学者の1．0～1．5％で、一年目のドロップアウト率（私立校か

ら公立校に戻るケース）は46％と高率ではあったが5年目には28％にまで落ち着いた。ここ

ではこのミルウォーキーのケースをもとにして、“理論”と“実例”の比較を行うことにする。

口1］

　教育バウチャーが抱える潜在的な問題の中で、様々な利害を唱えるグループが共通して関

心を示す問題点は三点である。つまり、（1）教育バウチャー・システムの効果、（2）バウ

チャー分配の均等性、そして（3）現行システムとバウチャー・システムを採用した際のコ

19



スト差である。

　これらの中で最も困難とされている問題は、（1）と（2）に挙げられる“バウチャー効果

の測定方”と“分配の平等性”であろう。教育バウチャーの効果を正確なものさしで測定す

るためには、測定の対象となるべきそれぞれの生徒の能力、つまり公私立校に在学する児童、

あるいは教育バウチャーを活用して公立校から私立校に転校した児童の能力や成績を正確に

評価する必要がある。しかし、異なった生活環境の中で様々な目的や価値基準を持ったそれ

ぞれの家庭が、均等な教育機会を与えるマーケット・システムにおいて全く同レベルの教育

投資を追及するとは必ずしもいえない。つまり生徒の能力やテスト成績だけをもとにして、

公私立校の教育内容やバウチャー・システムを評価するのは非常に困難なのである。なぜな

ら現行システムあるいはバウチャー・システムにおいて、公私立校に在学する生徒の能力を

測定する過程には、既に“選択のバイアス”（セレクション・バイアス）が潜在すると考える

べきであるからである。言い換えれば、私立校の高額な授業料を支払う能力のある家庭、あ

るいは支払う努力をする家庭は、既に高価値を教育投資に付加しているわけであり、その子

供たちもやはり前向きな姿勢で教育を受けるというわけである。その結果、教育レベルの高

い親を持つ比較的裕福な家庭の子供たちは必然的に高いテスト成績をとる傾向が強い。

　また親の教育レベルや所得の高い家庭は、そうでない家庭に比べ情報コストが低いという

要素も考慮しなければいけない。教育や所得レベルの差が情報量を左右し、その下層部に属

する家庭の親や児童が教育バウチャーに関する情報を得られにくいという問題を無視すれば、

（2）に挙げられた教育機会の不平等を悪化させる危険性があるからである。正確な情報を

速く安く入手できる高所得、高教育レベルの家庭の子供達とそうでない子供達の能力のギャ

ップは更にひろがる恐れがあるわけである。つまり生徒の能力や成績は様々な教育モードを

選択した後にのみ観察される、既にバイアスを含んだ“結果”であり、正確に公私立校の比

較評価を行うためには生徒の能力や成績からこれらの“見えざるバイアス”を濾過除去する

必要があるのである。選択のバイアスを処理する問題は非常に困難であり常に研究者間で議

論の対象となるが、今のところ解決策として用いられているのはインストルメンタル変数ア

プローチ（Hec㎞an；1997）といった統計学的な処理方が主流となっている。

　選択のバイアスの問題を更に深く追及すると、2種類の“クリーム・スキミング（上澄み

掬い）”が行われていることに気がつく。一つはバウチャーを利用する（あるいは利用しない）

側による選択のバイアスである。これは前述したように、裕福な家庭は情報量やコストの違

い、通学のための交通費にあてられる所得の割合、あるいは教育観念や単なる選択に対する

慣れという点で、そうでない家庭より有利な立場にあるということである。もう一方で行わ

れているクリーム・スキミングは、バウチャー利用者を入学させる学校側による選択のバイ

アスである。これは引き受け側である学校が生徒の能力や親の所得、教育レベル、あるいは

居住地区といった要素で、入学者を選り好みする傾向があるということである。後者の“学

校側によるスキミング”は、入学希望者からのランダムな選択を引き受け先である学校側に

課することによってある程度は解決できるが、前者のスキミングは教育バウチャーを選択す

る（あるいは選択しない）側に必然的に存在する問題であり、これを取り除くのは非常に困
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難なのである。

　前述したミルウォーキーのケースをもとにした研究結果が度々注目されるが、やはり（2）

に挙げられたバウチャー分配の均等性とバウチャー・システム導入後に生じた“セグリゲー

ション”が大きな問題とされている。数少ない教育バウチャー・システムの実例であるミル

ウォーキー・ケースが示唆するものは主に次の2点である。（1）教育バウチャーを実際に利

用した家庭が、転校できる私立校を選択する際に最重要視した選択基準は、目標校に既在学

する生徒の社会層であり、これは学校間の人種差あるいは所得差の広がり（セグリゲーショ

ン）を意味する。（2）また、こういった学校間の所得差や社会層の両極化は教育差の広がり

につながり、バウチャーによって生徒の能力や成績は更に不均等になる可能性があるという

結果が出された。

　この2種類のクリーム・スキミングの処理方と、スキミングの結果生じるセグリゲーショ

ンについてはまだまだ議論の余地がある。アメリカ内でもこの点に関しては、特に研究者と

現場に携わる教育者、そしてコミュニティとの間において様々な議論がなされているが、ま

だ解決策といったものは出ていない。しかしこれは教育バウチャーを実施する上で必ず解決

しなければいけない重要な問題点であり、また大きな課題でもある。これはまさにゼロサム

問題であり、この政策に関係する研究者や利害者が全員合意できる均衡点を見つけるのは非

常に困難であることは確かであろう。

【III］

　経済学者や一般社会の関心が、教育バウチャーの効果だけではなくバウチャー・システム

を採用した際のコスト問題にも集まっているのは当然であろう。教育バウチャーに関するコ

スト比較は、大きく分けて2種類のものが考えられる。それは、バウチャーを導入した際の

公私立校のコスト比較と、バウチャー・システムを支える全体のインフラストラクチャーと

現行システムのコスト比較である。これらの2種類の比較は、教育バウチャーの効率の測定

や費用便益分析などの政策評価に不可欠なものと思われる。

　これらのコストに関する研究結果も多く出されているが、まず公私立校のコスト比較の際

に問題となるのは、コスト比較の尺度となる“生徒一人当たり費用”の適切度である。生徒

一人当たりの費用は、教育問題の研究によく用いられるインストルメントではあるが、これ

を公私立校のコスト比較にそのまま使用することが果たして適切であるかどうかが問題の焦

点になる。例えばアメリカの公立高校では職業訓練的な内容の授業もあり、こういった授業

にかかる生徒一人当たりのコストは通常の授業の2倍から5倍と言われているが、アメリカ

内のほとんどの私立校のカリキュラムにはこういったコストの高い内容の授業は含まれてい

ない。また公立校の一人当たり費用には通常、給食代やバス通学者にかかる学校側の費用が

含まれているが、私立校の一人当たりの経費にはこういったコストは必ずしも含まれていな

い。あるいはアメリカでの私立校の授業料は小学校のそれを対象とするが、公立校による生

徒一人当たり費用の計算にはコストの低い小学校から比較的コストの高い中高校までのすべ

ての経費が含まれている。このように一見見落としがちな公私立校のシステムの違いが、教
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育コストや効率を計算する上で公立校を私立校に比べ不利な立場にさせている。っまり現行

システムあるいはバウチャー・システムにおいての公私立校の効率を、公平且つ正確に測定

するしっかりとしたインストルメントと尺度がなければ、その効果に対する評価はかた落ち

的なものとなってしまう可能性がある。

　実例としてミルウォーキーのケースでみられたのは、公立校の生徒一人当たりの経費はバ

ウチャー利用者を入学させた私立校（バウチャー校）の約2倍であった。一見公立校の教育

システムがコストのかかる非効率なものととられがちであったが、その詳細を調べると、バ

ウチャー校の費用に含まれていたのはコストの低い幼稚園から中学校までの児童を対象とし

たものであったのに対し、ミルウォーキーの公立校側の計算にはその他に比較的コスト高な

高校生の費用も含まれていた。また、ミルウォーキーの公立校に通う生徒一人当たりの経費

には、身体障害を持つ生徒にかかる費用や給食代、交通費などが含まれていたのに対し、バ

ウチャー校による計算にはこういった費用はまったく含まれていなかった。このミルウォー

キーの例からも分かるように、現行システムあるいはバウチャー・システムにおける公私立

校のコスト分析を公平に行うためには、そこに含まれる教育内容やサービスの違いを正確に

知る必要があることは言うまでもない。

　バウチャー・システムの土台となるインフラストラクチャーにかかる費用と現行システム

を維持した際のコスト比較はかなり大掛かりなものとなる。なぜならバウチャーの効果や公

平な機会分配の問題まで正確に管理するためには、州政府が学区単位ではなく各学校，ある

いは各生徒にまで目を配らなければいけないからである。例えばカリフォルニア州が教育バ

ウチャーを実施した場合，今まで1，000学区が管理の対象であったものが、実施後は600万人

を超える生徒が州政府の管理の対象になると言われている。教育バウチャー・システムのも

とで予想されるコストの詳しい分析や見積もりは、様々なバウチャー計画にもとついた細か

なケース・スタディやシミュレーションから計算されるのが望ましい。バウチャー・システ

ムのコスト見積もりも幾つか出されており（Ddver　and　Levin；1996，1997）、これらの見積もり

は大きくわけて4分類される。（1）バウチャー・システムの維持とモニタリング、（2）交通

費用、（3）情報コスト、そして（4）その他の問題にかかると予想されるコストの見積もりで

ある。

　（1）教育バウチャー・システムはいくつかの理由で大掛かりな維持費とモニタリング・コ

ストを要すると予想される。まずバウチャーを利用する生徒が、バウチャーを不当に使用し

ていないか、承認されたバウチャー校に入学、転校しているかをモニターしなければいけな

い。そして学年別や身体障害の有無に応じて、バウチャーの必要額や必要なサービスを割り

当てる必要があるだろう。また、バウチャーを受け取る学校が適切な基準を満たしているか

をモニターし、それに応じた評価方や認可方を設定しなければいけない。　これらに要する

費用は莫大なものになると思われる。

　（2）バウチャー・システムが実施された場合の交通費用は、現行システムのもとでのそれ

よりもはるかに高額になると予想される。その理由の一つとして、バウチャー・システムの

もとで通学する生徒は自学区外のバウチャー校を選択するケースが多いということである。
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現在アメリカの公立学校に通学する生徒の約60％が学校によるバスサービスを利用している

といわれているが、バウチャー・システムのもとでその数は、公立、私立を含め約80％にま

で増加すると予想される。それに伴う通学用バスサービス費用は、現在よりおよそ30％の増

加が予想されており、生徒一人当たりの費用は、1992－93年の415ドルから1、500ドルにまで

跳ね上がると見積もられている。セントルイス内での居住地と学区の違いによるセグリゲー

ション防止の為に費やされている通学用バスサービスの費用は、年間生徒一人当たりおよそ2、

㎜ドルといわれており、この額はまたミルウォーキーのケースで学区間を通学する生徒の為

のバスサービスにかかった額とほぼ同じである。

　（3）バウチャー対象年齢の児童を持つ家庭による、“十分な情報のもとでの選択”を重視

する教育バウチャー・システムに不可欠なものは、やはり行き届いた情報である。　かなり

困難ではあるが、教育バウチャーの給付によって入学可能となるバウチャー校に関する情報

が、全ての家庭に行き届くのが望ましい。マサチューセッツ州のあるプログラムの実例にも

とついたかなり控えめの見積もりでも、十分な情報に要する年間一人当たりのコストは38ド

ル、全米レベルにして約18億ドルと言われている。しかしこの額は、低所得層、マイノリテ

ィ、そして移民者の家庭にかかる費用をかなり低く見積もったものである。

　（4）教育バウチャーを手にする全ての児童が、スムーズに新しいバウチャー校で高い効果

を示すとは限らない。何がしかの理由で別のバウチャー校に転校を望む生徒や、あるいは比

較的水準が高く競争の激しいバウチャー校から強制的に退学させられるケースなども予想さ

れる。バウチャー利用者の1％がこういった問題を抱えた場合のコストは約18億ドルと見積

もられている。

　アメリカ内での教育バウチャー・システムにかかると予想されるこれらのコストの総額は

およそ730億ドル、年間生徒一人当たり1，500ドル、つまり現行システムにおける公立校の費

用の25％増と考えられている。これらのコストの見積もりはかなり大ざっぱなものであり、

細かな点でまだまだ吟味の余地があることは間違いないが、現行システムからバウチャー・

システムへの移行にかかる費用は、前述した交通費用や情報コストを含めれば莫大な額にな

るのは確かである。

　アメリカにおける教育バウチャー・システムに関する情報や知識はいまだ発展の段階にあ

り、限られたデータをもとにした研究結果や様々な理論にもとついた論争が数多く出てはい

るものの、未だに研究者も含んだ全ての関係者が同時にコンセンサスを得られる段階には達

していない。乗り越えなければいけない問題点はいまだ数多くあるが、教育バウチャー・シ

ステムの意図するものはまさに子供たちへの均等な教育投資の機会であり、またそれに伴う

公平な選択にもとついた社会作りなのである。ここで挙げられた選択やコスト問題といった

バウチャー・システムが持つ様々な問題点を解決することがその第一歩なのではないだろう

か。
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nζ米国都市部における教育問題と

ソーシャルワーク・アプローチ

森友かおり　（Graham－Windham　Beacon　TIES、

　　　　　　　　　　　シニア・ソーシャルワーカー）

小林和佳子（コロンビア大学ソーシャル・ワーク学部）

はじめに

　現在米国で、数々の社会福祉、都市、教育問題に重要な解決方法の一つとして広く浸透し

ているソーシャルワークとは一体何なのか。実際にソーシャルワークに携わっている人たち

で作る全米最大のソーシャルワーカー組織、NASW（National　Association　of　Social　Workers）の倫

理要綱は、ソーシャルワーカーは、“とくに社会的に弱い立場にある人、差別を受けている人

びとに注意を払いながら、全ての人の基本的ニーズを満たし、人間としての幸福の追求の手

助けをすること”を目指すべきであると謳っている。この抽象的な定義が示唆するように、

米国のソーシャルワーカーの業務は非常に多岐に亘っている。例えば、政府関連機関では福

祉政策立案に関わり、病院においては退院患者のケアの手配を代行する。また学校ではカウ

ンセリングを行い、非営利団体（NPO）では効果的な福祉プログラムを設計・運営するという

具合である。本文では米国でソーシャルワークと呼ばれる問題解決手法がどのような専門的

技術を持ち、またどのような役割において社会で機能しているのかをその歴史的背景を踏ま

えた上で、実際の業務に基づいて考察していこうと思う。とくに、例としてスクールソーシ

ャルワーカーを取り上げることで、日本の教育現場へのソーシャルワーク制度導入のヒント

も提供できればと考える。

ソーシャルワークの歴史的背景

　米国におけるソーシャルワークは、産業革命後に南・東欧から大量に移民が流入したことに

よって都市部を中心に広がった大規模な貧困に対し宗教関係者が連帯して救済活動にあたっ

たことから始まった。つづく1900年代初頭にソーシャルワーカーの祖のひとりであるジェー

ン・アダムスが、特定の宗教的価値観・道徳感に人々を同化させることで問題を解決しよう

としていた従来の運動に異を唱え、抜本的な社会改革の重要性を説いたことから、ソーシャ

ルワークは単なる慈善活動の域を脱することになった。「ソーシャルワーク」という言葉が定

着したのもこの頃である。

　このように元来米国においてソーシャルワークは、貧困層を富裕層が援助するという利他

的な発想に端を発する職業で、その職務内容を社会改革にこだわる限りそこには階級差の存
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在を前提とするという一種の自己矛盾が生じてきていた。そうした中、ソーシャルワークの「職

業」としての社会的認知度が高まったのは、1920年代、ワーカー達がフロイト派から派生した

心理療法を身につけ科学的なスキルとして料金をとってカウンセリングを始めてからである。

これら臨床派の働きの結果、クライアントの階層が貧困層にとどまらず中産階級以上をも含

むことになった。即ち、ソーシャルワークが取り組むべきはひとりの貧困のみではなく、老

人・子供・有色人種・障害者・同性愛者・家庭内暴力の被害者など全ての社会的弱者である

という概念を実現することとなった。現在では、ソーシャルワークは社会改革と個人の救済

との両方を視野にいれつつ一つの確立されたアプローチを用いる専門家として社会的弱者の

援助救済に取り組むべきであるという見解が定着している。

　同じく1920年代に確立されたソーシャルワークのもうひとつの重要な柱が、リサーチ分野

である。あくまでも「個人の感じ方」を焦点に据えた、ソーシャルワーク的観点からのリサー

チ理論・手法は現在でも大小様々なプログラムや政策評価に広く活用され、米国の福祉政策策

定の現場では度々ソーシャルワーク的アプローチが導入されている。社会改革というマクロ

の視点と、心理療法を軸とした個人救済のテクニックという組み合わせは、職業としてユニ

ー クなものと見えるが、多様化・複雑化する今日の社会福祉問題に対応するにあたっては、

調整・仲介・連携などのプロセスをその業務の特質とするソーシャルワークの活用は行政と

臨床のいわば隙間を埋める意味で有用なものである。

ソーシャルワークの専門性：実践重視のアプローチ

　上述のような活動を行うための技術及び資格を得るための米国の大学院でのソーシャルワ

ーク教育の柱は、1．臨床、2．社会政策、3．リサーチである。例えば、都市問題を多数抱え

るニューヨークのコロンビア大学大学院ではまずこの3科目を基礎的知識としてカリキュラ

ムの中心においており、その他、臨床学習の継続と非営利団体（NPO）などの経営サイドの

ノウハウ習得の何れかを選択するシステムになっている。また、通常のカリキュラムと並行

して初年度より課せられる病院・学校・公共施設などの現場での週3日の実習は、有資格者

による綿密な監督・指導のもとでの臨床経験に主眼をおいたプログラムとなっている。　ソー

シャルワークはその手法に関わらず実践の学問である。めまぐるしく変わる社会環境に機敏

に対応するばかりでなく、問題を先取りして予防・解決・改善にあたる人材を育てるには、

早くからこうした実地の訓練が必須であると思われる。

米国都市部の教育現場におけるソーシャルワーク・アプローチ：「サイコソシアル・アセスメ

ント」の重要性

　米国が常に抱える深刻な問題のひとつに教育問題がある。その大きな特徴は一言で言うと

不平等性にあるといえる。　地方自治主義を重んずる米国では教育予算の半分を各学区の税金

で負担することになっているため、地区の財政状況の差がそのまま公立校の教育レベルに反
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映してしまう。その結果、郊外の富裕な地域の学校ではコンピューターなど先端の設備を備

えている一方、主に都市部の貧困層中心の地域の生徒は古い校舎での劣悪な教育環境を強い

られる状況が起きる。さらに、こうした貧困地域の子供達をとりまく社会環境も良好なもの

とはいえない。都市部に特徴的な大きな問題のひとつがホームレス世帯の子供達である。1992

年の調べでは、ニューヨーク市内の約6，000世帯のホームレスの家族に属する子供が10，000

人以上おり、うち8，㎜人は6歳以下であった。親達は住居や定職を探すのに忙しく、十分に

子供達と接し育成することが難しい。家庭内暴力、幼児虐待、薬物濫用の割合も高く、子供

達は精神的に不安定な生活を強いられ、集中力を欠いて多動症や学習障害が多くなる。その

結果、ホームレスの子供達では一般の子供達に比べて留年率が9倍、退学率が4倍にのぼる。

学校へ行かなくなった子供達は組織犯罪に関わるようになり、地域の治安は悪化し、在学し

ている子供達にも悪影響を与える。このように複雑かつ困難な状況にある子供達を指導する

にあたっては、教師などの教育者だけではカバーしきれない部分も多い。そこで、包括的な

サポートを与えるのがスクールソーシャルワーカーの役目なのである。

　ソーシャルワーク介入の第一歩として、クライアントである子供の現状についての初期調

査、サイコソシアルアセスメントを行う。「サイコソシアル」という名が示すとおり、子供を

観察し、面談して話を聴き、当人の心理的精神的状況を把握すると同時に家族・教師とも面

談する。さらに過去・現在の生活状況、学校での様子、親子親戚関係、家族の健康状態など

を社会学的見地から査定する。ソーシャルワークのアセスメント手法や役割は臨床心理士や

学校カウンセラーのそれとは異なっている。臨床心理±やカウンセラーは一般に個人の発達

レベルや性格の特性あるいは特定の対人関係等に焦点をあててアセスメントするのに対し、

ソーシャルワークのアプローチは個人の特性をできる限り環境全体との関わりの中で理解し

ようとする。このように問題が発生し、その状態が持続している状況を把握するためには、

上記に述べたような子供を取り巻く家庭環境、学校環境などの情報が必要不可欠なのである。

アセスメントには、ジェノグラム（家系図）やエコマップ（生態系図）などといわれるグラフ

系図などが重要な役割を果たす。これは、クライアントと共に複雑な問題を単純化し、その根

源を探すのに利用される。このグラフ系図が特に重要性を示すのは子供の問題が過去にも家

族・親戚間で生じていたことが容易に明確になることである。子供の問題は過去にその親の

問題であったことが多い場合がある。一例をあげれば、性的虐待は過去に自らも性的虐待を

受けた経験を持つ親が我が子にも虐待を繰り返すというパターンが多いのである。アセスメ

ントに伴い、何を一番の問題とし何を解決したいのかをクライアント及び子供の場合はその

家族の主観に基づいて明確な目標を定めさせる。ここで重要なのは家族の主観に適った目標

であるために、ソーシャルワークのアプローチとしてワーカーはスーパーバイザーや同僚と

ケースレビューを行いアセスメントにより客観性を持たせることである。目標設定にあたっ

てはソーシャルワーカーは家族の話し合いを促進するだけの役を担う。

　つぎに、その目標に合致する具体的な解決策を探る。例えば子供にセラピーが必要な場合、

どこでどの程度のセラピーが必要なのかをソーシャルワーカーが話し合いから判断し、適切

なセラピーを提供している病院や機関などに問い合わせたり、初診の日程を決めたりする。
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上述のように低所得者またはホームレスの家族の中には親が親としての機能を果たせない場

合も多い。子供達だけでなくアルコール依存症や薬物濫用の親に対する支援も重要な活動の

一部である。ここでは、ソーシャルワーカーが持つ（人的）資源動員のスキル、つまりコミュ

ニティー内の営利・非営利組織によるリハビリグループやサポートグループの仕組みの理解

とその効果的な利用が要求される。このように問題が生じている状況の中で子供を捉え、同

時に周囲の家庭・学校環境を構成する人々の視点を取り入れるという手法、また関係者の共

通認識を深めながらアセスメントと具体的な支援を進めていく手法はソーシャルワーク固有

の問題解決へのアプローチであろう。

　同時に、子供の置かれている状況についてソーシャルワーカーが客観的に観察した結果、

問題の予防目的も含め効果的に直接介入することも時には必要である。例えばいじめが原因

の不登校生徒のサポートのために、いじめられている子供と加害者を集めてグループカウン

セリングなどを行う。ホームレスの子供が不衛生などを理由にいじめられることも多いので、

全校生徒に対してホームレスをめぐる社会状況について教育する場合もある。また、子供の

親が突然亡くなるなどの突発的な非常事態に際し短期的なカウンセリングを提供するなど回

復的な介入も行う。これらは、ソーシャルワーカーの備える心理療法のスキル活用の例であ

る。

　加えて学校の周りの環境を改善する社会改革的活動も不可欠である。子供達が安心して登

校できる環境を作ったり、公園や児童会館を増加させるために州政府に対して要請するなど

もソーシャルワーカーの活動のひとつである。このため多くのソーシャルワーカーは、陳情

書の書き方や公的資金の要請の仕方などの具体的なトレーニングも積んでいる。

　このように現場に制度として浸透し、活用されている米国のスクールソーシャルワークで

あるが、その活動の意図するところが他の学校関係者とかみ合わないことも起こる。特に子

供の問題行動や非行など火急的と見える問題には教師や学校専属のカウンセラーは子供個人

に集中して対応することをより有効と考える場合が多く、しかもソーシャルワーカーは学校

の委託を受けて活動することが前提となっているために政治的な力関係にその活動を阻害さ

れたり、軌道修正を余儀なくされることもある。一方、現場においてもソーシャルワークの

方法論自体に問題がないともいえない。例えば多角的アプローチをねらいに対象とする個人

を取り巻く環境を出来るだけ広範囲にカバーしようとするサイコソシアルアセスメントは時

間的に負担が大きく、また、それに基づいたソーシャルワーカーの対応は時に焦点を欠いた

ものになる危険性もある。

日本におけるスクールソーシャルワーク制度導入への期待

　日本における近年の学級崩壊などは、教育現場または直接問題を起こす子供のみの個人的

問題ではなく、子供達の家庭環境を始めとして更に広い意味での生活環境の問題としても捉

えられよう。最近注目されているスクールカウンセラー制度は、学校の閉鎖性に一石を投じ

教育現場に教師以外の教育専門家を導入するという概念が受け入れられつつあるという点に
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おいても大きな意味のあることと思われる。しかし、臨床心理士によるカウンセリングはあ

くまでも個人の病理性に焦点を当てたアプローチとならざるを得ず、子供の心の問題を解決

するかに思われるが、もとの環境に戻れば問題が再発する場合も多い。

　冒頭に述べたとおり、ソーシャルワークの究極のゴールは個人の幸福の追求であり、個人

がその成果を主観的・客観的に実感できなければ意味を見出さないところに特徴がある。　こ

の目標を達成しながら問題を解決しようとするとき、個人及び個人を取り巻く環境との交流

のありかたという視点から問題を捉え、できるだけ多面的かつ一貫した働きかけをしようと

するのがソーシャルワーク的アプローチである。例えば家庭と学校、更に地域などの各々の

立場の仲介や調整役をも担うことで、究極的にはクライアント（子供）の救済を目的としつつ

も、多角的に問題解決を図ることができるのである。日本において文部省の管轄領域である

教育の現場に厚生省からの福祉サービスであるソーシャルワークを導入するにあたっては現

行のいわゆる縦割り行政などの壁はあるものの、米国のみならず欧州諸国、香港・韓国など

世界中でスクールソーシャルワーク制度が取り入れられていることをみても、十分検討に値

するものではないだろうか。
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Vアメリカの国防予算決定過程と議会の役割

渡部恒雄（CSIS戦略国際問題研究所研究員）

　アメリカの連邦政府予算の25％前後を占める国防予算（2㎜年度の予算は2，680億ドル）

は、良くも悪くも、アメリカという軍事大国の象徴である。そして、その複雑な予算決定過

程への議会の関与は、民主大国としてのアカウンタビリティー（説明責任）確保のための、

様々な政治的取り組みの結果ともいえる。このレポートでは、アメリカにおける国防予算策

定過程の中で、国民へのアカウンタビリティーを確保するために、どのように議会が関与し

ているかを概観してみたいと思う。

1970年代における国防予算の透明性へ向けての議会改革

　現在、国防予算におけるアメリカの議会の役割は、様々な制約はあるものの、以前に比べ

て予算過程への関与をより強めている。その大きな節目は、1970年代のベトナム戦争の敗北

であった。ベトナム戦争以前は、議会の国防予算に対する役割は福祉政策への配分やロビイ

ング（陳情）の要請を個々のプログラムに盛り込むという形でのみ機能しており、議会が政

策合理性の観点から、全体の予算案を考慮するという態度はほとんど見られなかった。例え

ば、ベトナム戦争中は軍と国防省のロビイングは、議会への追加軍事支出をおおむね認めさ

せることに成功していた。1つまり、それまでは議会は国防予算に関して国民に十分な説明責

任を果たしてこなかったと言える。国防予算における議会への制約としては、1）軍・行政府

における軍事機密保持の壁2）専門的な知識の欠如3）委員会における力の分散化、4）議員

の地元利害の優先、などが指摘されている。2

　ところが、ベトナム戦争の敗北の経験は、大統領と国防省に対する国民の信頼の低下をま

ねき、議会のアカウンタビリティー（説明責任）への期待が高まった。特にベトナム戦争に

おける行政府の政策分析と評価の誤りが明確であったにも関わらず、議会が代案をだせなか

った反省から、議会はその後能力向上とスタッフの拡充に向かうことになった。3一つの大き

な動きは1974年に成立する情報公開法（Freedom　of　lnfomation　Act）であり、これにより、政府

から議会への国防計画への情報が増加した。4また、1974年には、議会の行政府の予算プロセ

スへの関与を強めるために、議会予算統制法（Congressional　Budget＆Impoundment　Act）を成

立させた。これにより、上下両院に予算委員会（Budget　Committee）を設置し、それまで歳入源

℃ox，　Andrew＆Kirb）㌦Stephen　－　London：Macmillan　1986，　p291、
2Laurance，　Edward　J．‘℃hanging　Role　of　Congress　in　Policy　M訓（ing”Joumal　ofConflict　Resolution，　June　l976，　pp　216－

217．、花井等・木村卓司「アメリカの国家安全保障政策・決定プロセスの政治学」原書房1993年p247．

3Frank，　Thomas　M．＆Weisband，　Edward－Oxford：Oxfbrd　University　Press，1979　pp　227－8．、

花井・木村前掲書p248．
4Cox，　Andrew＆Kirby，　Stephen　opcit．，　p290．
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は上院の財政委員会（Finance　Co㎜亘ttee）と下院の歳入委員会（Ways　and　Means　Committee）で、歳

出は両院の歳出委員会（Appropdation　Commi眈㏄）でそれぞれ審議されるというように、分散化

によりひきおこされていた歳入と歳出をめぐる問題点が解消され、歳出における優先順位を

決定する機能をもたせた。優先順位の決定のためには、より専門的な知識が必要となるため、

議会予算局（Congressional　Budget　Of6ce，　CBO）を設置して、専門的な分析に基づき優先順位

の提言を行うことになった。また、この議会予算統制法は議会に所属する会計検査院（General

Accounting　OfHce，　GAO）の政策評価機能を強化して特定の分野で予算やプログラムに関係し

た情報を提出し、議会の委員会を補佐する役目を与えている。51921年に設置され長い歴史と

実績を持つ会計検査院は、とりわけ国防予算を執行する際の会計検査に大きな役割を果たし

ており、1979年度には、5，074人のスタッフの内、1，200人が国防予算の会計検査に関わった

とされている。6

　1970年代における議会の関与の目覚しい増加を示す数字がある。1969年には、議会は国防

省に36の報告書を提出させ、18の指示を出し、法案の64の条項を修正したにすぎなかった

が、1985年には、676の報告書を提出させ、184の指示を出し、277の修正を行っている。7

国防予算ができるまで

　アメリカの防衛予算策定における最も重要な役割を果たしている主要機関は、大統領府と

国防省と議会の三つである。国防予算の策定は、会計年度が始まる10月から12月にかけて

行政府内で準備され、1月から7月にかけて議会で審議され、翌年の10月から予算が執行さ

れる。ただし、行政府内での予算の準備は会計年度が始まる21ヶ月前、つまり2年前の8月

から始まっている。8行政府内での準備期間においては、大統領府の中の予算管理局（Of6ce　of

Management　and　Budget、　OMB）が、会計年度前年の7月に予算準備の正式開始に先立ち、行

政府の関係機関より予算要求を受ける。大統領は、このOMBおよび各省庁の長官、財務省、

経済諮問委員会（Council　of　Economic　Advisor）から予算策定の助言を受けて予算案を決定す

る。9この予算案が議会で審議され、大統領が有する限定的な拒否権の関門を通って予算が成

立する。

［軍と行政府のプロセス］

　まず行政府の予算準備期間のなかで最も重要な役割を果たしているのが、国防総省内での

予算策定プロセスである。これは1961年にマクナマラ国防長官が導入した任務別計画制度

（Pla皿ing　Programming　and　Budgeting　System、以下PPBS）という三段階からなる比較的定型

51bid．　p▲6．

61bid．p20．　GAO，　Summaries　of　Conclusions　and　Recommendations　on　Department　ofDe飴nse　Washington，：GAO，

OISS－80－01，21　Jan．1980．

7Lindsay，　James　M．“Congress　and　Defense　Policy”in　Hays，　Peter，　V訓lance，　Brenda　J．　and　Van　Tassel，Alan　R．　eds、

△皿一Seventh　Edition，　Baltimore：Johns　Hopkins　University　Press，1997　p82．
8Foelder，　Robert　E．　　Defense　Bud　et　Pnmer　Congressional　Research　Service　Report　No．85－85　F　1985，　p29．

9Cox，　Andrew＆Kirby，　Stephen　op．cit．，　p45．
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化されたプロセスとなっていて理解しやすいため、大枠として紹介する1°（ただし、アメリカ

のすべての行政過程にいえることであるが、政権の性格や国防長官と大統領府のパワーバラ

ンスなどから必ずしもこの定型にしたがうとは限らない11）。

　第一のPlanning（計画立案）段階では、国防長官が統合参謀本部（Joint　Chiefs　of　Staf£以下

JCS）との協議を通じて、国防ガイダンス（Defense　Guidance）の草案をまとめる。この段階

でアメリカに対する軍事的脅威を評価し、それを基に防衛政策と戦略を策定し、それを達成

するための軍備を査定してそのための予算要求額を算出する。12これが、会計年度の2年前

の8月から翌1月にかけて行われる。第二のProgramming（プログラム化）段階では、国防長

官室が、第一段階で出された国防指針に基づき、与えられた予算の制限の中で、軍の要求す

る装備を具体的に算出しプログラム化していく。陸軍省、海軍省、空軍省は、5ヶ年計画に基

づく具体的な装備のリストを作成し、それを計画目標メモランダム（Program　Objective

Memoranda，　POMs）として、国防長官室の国防財源評議委員会（Defense　Resources　Board，

DRB）に提出し、承認されれば、計画決定メモランダム（Program　Decision　Memoranda，　PDMs）と

なる。第三のBudgeting（予算化）段階は7月から翌年の1月初旬、議会に予算案を提出する

直前まで行われる。ここで、プログラムに必要な予算が算出され、予算管理局（OMB）から

のデータであるインフレ率を修正し、このデータは議会の要求するフォーマットとして国防

長官の承認を得て大統領に送られる。大統領と大統領府内の予算管理局（OMB）は、他の省庁

から送られた予算案、経済諮問委員会の助言とともに全体の予算案を考慮して修正し、予算

教書として議会に提出する。13

［議会のプロセスコ

　1月から7月にかけて、議会は大統領が提出した予算教書を検討することになる。ここでは

議会での審議プロセスを1974年に成立した議会予算統制法（Congressional　Budget＆

Impoundment　Act）に基づく形の定型で紹介する。1974年以降、特に80年代の議会の国防予算

プロセスへの関与の増加の結果、ここで紹介する定型化したプロセスでは議会の審議が終了

できなくなってしまったため、近年になるほどスケジュールは遅くなる傾向にある。14また、

アメリカでは、国防予算に限らず一般に、政策立法の授権法案（authorization　bill）に加えて、

歳出法案（appropriation　bill）が成立してはじめて支出が可能になる。支出を伴う政策立法に財

政的支出が常に含まれている日本の立法とは、根本的に違っている。15

　議会でのステップは、1）第一次共同決議（The　First　Concurrent　Budget　Resolution）、2）授権

法案審議（Authorization　Pr㏄ess）、3）歳出法案審議（Appropriation　Process）、4）第二次共同決

議（The　Second　Concuπent　Budget　Resolution）の4段階に分けられる。まず1月に大統領の予

10マクナマラのPPBSの導入と失敗、その公共政策学への影響については、薬師寺泰蔵「公共政策」現代政

治学叢書10東京大学出版会1989年（166～172頁）参照。
11

花井等、木村卓司前掲書208“209頁
12Foelder，　oP．cit．，　P30．

13Foelder，　oP．cit．，　PP30～33．

14Lindsay　op．cit．p82．
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算教書受理以降、第一次共同決議のための公聴会が両院の予算委員会で、また授権法案のた

めの公聴会が上院財政委員会と下院歳出委員会で開かれ、両院の軍事委員会（A㎜ed　Sen・ices

Committee）等の常任委員会が予算教書の評価・検討を開始する。1974年の議会予算統制法以

降、この過程では議会は個々の予算を別々に審査せず、全体の予算の中で予算を審査し予算

の優先順位を決定していく。16また、全体の予算にシーリングをかけ、各委員会に調停案を

送ることもしている。スケジュール的には、軍事委員会と歳出委員会は国防予算案の規模に

っいての意見と概算を3月15日までに予算委員会に送らなくてはいけない。それを受けて両

院の予算委員会は一ヶ月後の4月15日までに議会宛に国防の機能別カテゴリー別の目標の歳

出額、予算収支額などの勧告を送付する。17議会予算統制法では、第一次共同決議の期限を5

月15日と定めているが、実際には、第一次決議は年々遅くなる傾向にあり（1985年度の第一

次決議は、9月26日）、第二次決議は行われなくなってきている。

　次のステップは授権法案プロセスである。授権法案は、軍事委員会が議会に報告する責任

がある。先に見たように一月の予算教書以降、軍事委員会等の常任委員会が公聴会を開き、

予算案に評価・検討を加えている。国防授権法案は上下院それぞれの軍事委員会で、各二回

の最終折衝を行う。一度は、調査、調達、即応力、研究開発等に分化された各小委員会で、

二度目は委員会全体で各々行い、第一次共同決議と同じ5月15日までに上下院それぞれの議

会に提出することになっている。このスケジュールも他の過程と一緒で、厳密に守られてい

るものではない。授権法案の議会決議の最終期限は公式に決められている訳ではないが、予

算統制法ではすべての歳出法案が9月15日までに決議されなくてはならないとされているた

め、議会に4ヶ月の審議時間を与えるために、5月15日とされている。上下院に毎年報告さ

れる授権法案は、国防総省授権法案（DOD　Authorization　Act）、軍事構築法案（Military

Construction　Authorization　Act）、エネルギー省の国防と核燃料の軍事利用に関する授権法案

（Department　of　Energy　National　Security　and　Military　Applications　of　Nuclear　Energy　Authorization

Act）の大きな3つの法案からなる。18

　第三番目に見るプロセスは、歳出過程である。第一次共同決議後、議会は上下院の歳出委

員会に審議を付託する。歳出委員会の国防軍事構築小委員会（Defense　and　Military　Construction

Subcommittee）が、歳出法案に関して公聴会を行い、最終折衝を行う。折衝後の法案は普通は

最初に先議権を持つ下院に送られ後に上院に送られるが、これもスケジュール次第では、逆

になることもある。予算統制法では、歳出委員会は9月15日までにすべての歳出法案の折衝

を終了し、議会が13の通常の歳出法案を可決することになっている。両院協議会で上下院そ

れぞれの歳出法案を修正し、採択する。19

　最終のプロセスは予算全体の総額にシーリングをつける第二次共同決議で、予算統制法で

は9月15日が最終期限とされている。しかし近年は、議会はこの第二次共同決議を廃止し、

15

花井・木村前掲書255頁
16Foelder，　oP．cit．，　P37．

17 花井・木村前掲書　260頁
18Foelder　oP．cit．，　PP39⇔42

1g　Foelder　oP．cit．，　PP42⇔44
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かわりに第一次共同決議で決定したシーリングを自動的に10月1日からの会計執行の際のシ

ー リングとしている。20歳出法案がこのシーリングと合わないときは、歳出法案に修正が加

えられる。この過程を調停過程（Reconciliation）といい9月25日までに終了することになっ

ている。修正案が可決すれば大統領に送付され、署名後（部分的には拒否権もある）に歳出

立法が成立し、国防予算が10月1日から執行される。

まとめ一2000年度国防予算

　最後に、1999年の10月から開始される国防予算の議会内での審議結果を追いかけながら上

記の複雑な過程の現実の流れを確認し、復習してみる。2］まずは1999年の大統領の予算教書

が、1月に発表された。早速、大統領の予算に短い評価が下されて授権法案と歳出法案の検討

が担当の各委員会で開始された。上下院の予算委員会は3月25日に予算決議を承認し、4月

には上下院協議会が共同決議を採択した。上下院の軍事委員会は5月14日に修正案を了承し、

その後の調停過程を経て、8月5日には上下院の軍事委員会の評議員が国防予算の授権法案を

大統領の予算教書を83億ドル上回る額で合意した。歳出委員会は、上下院でそれぞれ7月16

日、5月25日に歳出法案の修正を終え、最終的には下院が10月13日、上院が14日に2，680

億ドルの国防予算を可決し、大統領に送付された。10月26日、クリントン大統領は、拒否権

を発動せず予算に署名をした。

　1990年以来、財政赤字削減のため、議会と政府の合意で、軍事支出は前年の予算を越えな

いことになっていたのだが、2000年度予算は、コソボ空爆や、イラン空爆によるトマホーク

ミサイルの大量消費など支出が増える要因が多く、共和党主導の議会は政府の国防予算要求

額にさらに上乗せした額を承認した。クリントン政権も、コソボ空爆での軍の協力への見返

りと、共和党にクリントン政権が軍事に対して非協力的であるという非難を受けることを恐

れ、議会の修正案を拒否権なしで受け入れた。

　アメリカの国防予算策定の過程は、他の民主国家と比較すれば、かなりの透明性が確保さ

れている。その大きな理由の一つが、国防省と議会、あるいは議会内での委員会同士の利益

が対立、競合するため、それぞれが専門家を擁し、予算策定、開発、調達などの段階で、深

く関わっていることにある。22例えば、政治家の地元利益誘導（ポークバレル）という国防

予算への議会の関与の否定的な面ですら、その過程がよく有権者に見えるために、この問題

は常に世論の批判には上がるが、現時点では深刻な問題に至っていないように思われる。

20Foelder　oP．cit．，　P49

21アメリカ議会のホームページは充実しており、上下院の各委員会のほとんどの法案と活動が、掲載されて

いるので、予算審議の進行状況が分かる。例・Cuπent　Status　ofFY2000　Appropriations　Bills

（http：／刀cweb』㏄．gov／globa1／1egislative／appoverhtml）

22Cox，　Andrew＆Kirby，　Stephen　op．cits．，p　l　79．
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V［．疫学一公衆衛生の中心をなす科学一の将来：

求められるパラダイムシフト

青木豊（ジョンズ・ホプキンス大学公衆衛生学部）

序

　公衆衛生の使命は「人々が健康であるために必要な条件を確保するという社会の共通の関

心を達成すること」と定義されている（10M，1988）。社会的な関心を重視する点で、公衆衛生

は、特定の個人の健康に重点をおく狭義の医療と一線と画す。本稿では、公衆衛生政策の策

定に資するうえで疫学が今日直面している課題をとりあげ、その背景と解決法をめぐる議論

を一瞥したい。本論に入るまえに断ると、筆者の専門は疫学であり、政策分析ではない。自

ら将来携わっていくであろう研究や教育が政策策定に役立つためにはどうあるべきかという

自問が本稿の出発点となっている。

　公衆衛生の核をなす三機能は、監視・政策策定・保証と定められている。疫学（健康状態の

分布と決定因子の研究）はこれらに寄与するさまざまな学問分野のうちでも中心をなす。特に

監視と政策策定のために疫学は不可欠である。近年の0157の流行を例にとれば、保健所など

へ報告された情報による流行の検出、流行の原因（感染径路）の究明、治療や予防の効果の評価

のどれもが典型的な疫学の任務である。疫学のみならず、生物統計学、微生物学や環境衛生

学、免疫学、教育学、経営学などが学際的に三機能に貢献する。

感染症から非感染症へ

　19世紀の公衆衛生の重要な成果は感染症の予防であった。今世紀にはいり、欧米では公衆

衛生の重点は癌そして心臓病や脳卒中、糖尿病などの非感染症と総称される病気に移った。

　この移行は疫学の方法論に大きな飛躍を要求した。感染症と非感染症の大きな違いは、感

染症の原因はある単一の微生物に帰しやすいのに対し、非感染症は一般にいくつもの違った

原因によりまたは原因の組み合わせにより起こる点である。たとえば、肺がんは喫煙または

石綿曝露のいずれの結果としても起こる。（この感染症・非感染症の二分法は便宜的であり、

今日の知識に照らすと問題点もある。まず感染症の原因は微生物のみではなく、感染した当

人の健康一例えば免疫の一状態も発病に関与する。また、両者の区別は経験的なものであり、

伝統的に非感染症に分類されてきた病気に、実は微生物が関与することが解明されつつある

例一胃潰瘍や動脈硬化一をあげることができる。こうした問題点はあるが、ともかくも感染

症・非感染症の別は、疫学の方法論の変遷を考えるために役立っ。）

　幾っもの原因を同時に分析するためには新たな統計手法が必要とされ、開発された。公衆
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衛生のみならず因果関係一般の考察に役立つ「交絡」（あるいは「撹乱」、英語ではcon食）unding）

とよばれる疫学の概念がある。以下に具体例を用いてこの有用な概念を説明してみよう。

　仮に、飲酒がある種の肺の病気を起こすかどうかを疫学的に研究したいとしよう。一つの

やりかたとして、酒を飲む人と飲まない人の二つの集団をくらべて、どちらがこの病気にか

かりやすいかを調べるという方法が考えられる。二集団のこうした比較は明解なのが魅力的

だが、この単純比較から導かれた結論は往々にして間違っている。というのは、「酒呑み」と

「下戸」は飲酒習慣以外一たとえば喫煙一の習慣についても異なっていることがままあるた

め、「酒呑み」と「下戸」の間の差と見えるものに、「喫煙者」と「非喫煙者」の違いに由来

する差が混じってしまうことが多いためである。このように、研究している第一の要素の他

に第二の要素があって、それが第一の要素と病気との関係をわかりにくく、真実とは違った

ようにみせかけてしまうことを疫学では「交絡」と呼んでいる。「喫煙」以外にも運動量や各

種の食物の摂取量ほかさまざまな要素が飲酒と関りがありかつ病気をかかりやすく（にくく）す

る場合がある。こうした多因子の研究には、「多変量解析」という方法が用いられる。詳細に

は立ち入らないが、こうした統計手法のもととなる考え方を上記の例を使って説明すると、

まず「喫煙者」のみのなかで飲酒と病気のかかわりを調べ、これとは別に「非喫煙者」のみ

のなかで同様の分析をし、どちらの場合でも「酒呑み」の方が病気にかかりやすいことを示

すことができれば飲酒だけが原因でこの病気が発病するのを示せたことになる。

　少々脱線するが、交絡は、公衆衛生に限らず様々な政策の影響を評価し改善する上で非常

に有用な概念である。たとえば、政権の交替前後に起こった社会や経済の変化をその交替の

結果として我々は考えがちであるが、政権交替以外に他にどのような変化が同時期にあった

かを注意深く考える必要がある。

　交絡以外にも疫学で犯しやすいさまざまな誤謬について議論されそれを防ぐための手法が

編み出されてきた。それらの多くはRothmanとGreenlandの編著になる教科書にとりあげられ

ている。

危険因子疫学と微視疫学・巨視疫学

　疫学において交絡は深刻な問題であり、その制御ないし除去のための手法が確立されて後、

非感染症の原因となりうる個人の段階での多様な因子を特定するため膨大な数の研究がなさ

れ発表されてきた。Susserらはこのような研究を「危険因子（risk　factor）疫学」と称している。

多変量解析を容易にするコンピューターおよびソフトウェアの普及はこの傾向にさらに拍車

をかけた。

　近年の新たな動向として、個人段階の危険因子の研究からさらに微小な因子へと焦点をう

っした研究が活発である。こうした疫学は分子疫学とも呼ばれ、例えばビタミンの摂取量の

情報を収集するために、危険因子疫学では野菜やビタミン剤等の摂取習慣を問う質問票など

利用するのに対し、分子疫学ではビタミンの血液中濃度などを測定する。また、遺伝的な特

性の指標として、例えば乳癌になった家族・親戚の数などを従来用いていたのが、分子疫学
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では特定の遺伝子の変異を直接調べるといったことが行われる。

　個人、分子の段階の因子でなく、集団の段階の因子に注目することもできる。例えば麻疹

の流行において、地域集団での患者の割合と免疫保持者の割合は個人が発病する可能性に大

いに関係するが、これらは個人ではなく集団の属性として取り扱うのがより理にかなってい

る。

　分子、集団の各段階をそれぞれ重視する上述の疫学の二方向は微視疫学（microepidemiology）、

巨視疫学（macroepidemiology）などとも称されている。各種の疫学の方向性とその限界、いか

にそれを克復しうるかが、90年代を通じてさかんに議論されてきた。

危険因子疫学の限界

　多くの場合、ある原因はそれに先立つ別の原因の結果とみなせる。例えば、一般に野菜の

摂取が不充分だと各種癌の原因になりうるが、「野菜嫌い」は子どものころの家庭環境やその

他さまざまな原因の結果であるといえる。病気の発生から時間的に遠い方を（こどもを野菜嫌

いにする環境）を遠い（そもそもの）原因、近い方（野菜嫌い）を近い原因と呼ぶことができ

る（遠位・近位の原因とも呼ばれる）。

　かりにある研究者が「子どもを野菜嫌いにする環境」と「野菜嫌い」を含めた危険因子が

癌の発生にどのように影響するかを調べようと思いたち、情報を集め多変量解析によって分

析するとしよう。癌を予防する（原因をもとから断つ）という視点からみると、一旦野菜を嫌い

になった大人を野菜好きにさせるという対策にくらべて、こどもを野菜嫌いにする環境一遠

い原因一を取り除いて癌の発生を防ぐという対策の方が望ましい。しかし、これら二っの因

子（遠いそもそもの原因と近い原因）を同時に多変量解析で分析すると、そもそもの原因の効果

は見えず近い原因の効果だけが目立って現れるようになってしまう。遠い原因の効果は近い

原因にいわば吸収されてしまうためにこのようなことになる。これは例えば会社で上司が部

下の提案を入れて成功したときに上司ばかりが褒められ部下の貢献が評価されない状況に似

ている。

　これを防ぐために一般に与えられる忠告は、「遠い原因を研究したいときそれより近い原因

は多変量解析に含めてはならない」というものであるが、この忠告をそのまま守ると、違っ

た段階にある因子を同時に考慮する研究はできなくなってしまう。例えば、「野菜嫌い」のか

わりに病気に近い側の因子である血中ビタミン濃度を用いることが可能であるが、上述した

ように「こどもを野菜嫌いにする環境」と血中ビタミン濃度とを同時に多変量解析で分析す

れば、前者は後者を通じて病気の発症に影響するため、血中ビタミン濃度がすべてで、「野菜

嫌いにする環境」の寄与はないという結論がでてしまう。

　「より近い原因は多変量解析に含めてはならない」という忠告にとらわれずに血中ビタミ

ン濃度などの「近い」因子を研究するのにはそれなりの理由がある。まず、野菜の本当の摂

取量を知るためには、当人から聞いて得られる情報には限界があることがあげられる。また

一般に分子疫学は生物学的な発病の仕組みの研究に適している。例えば、野菜のなかのどの
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成分が癌の予防に有効であるかは、血中濃度などの生体指標（biomarker）を直接測定すればず

っと研究しやすい。

　個人から分子へ細かくみるのと反対の方向、つまり個人をとりまく構成単位である地域社

会や国の段階で病気の原因を傭轍する研究方向をめぐる主張を次にとりあげよう。個人をと

りまく環境やその選べる行動の範囲が往々にして、住む社会によって強く規定される例を挙

げ、「先行」する因子に働きかける予防対策を見い出すのが大事なのにそうした努力が現在の

疫学には欠けている、と社会疫学の研究者は批判する。個人の属性について非難することは、

社会の問題から眼をそらせること、ひいては社会の変革の機会を逃すことにつながるとの批

判もある。もう一つ、生態学的な視点・手法を有利となるにする条件として、研究対象の集

団の全構成員がある因子についてはたいへん似かよっていて、それについて比較しにくい場

合が挙げられる。例えば米国での飽和脂肪酸の摂取量の個人間のばらつきは、国際的比較で

の国毎の平均値の間に見られるばらつきよりずっとせまい。社会制度などは地域内でばらっ

きが少ない因子の別な好例である。こうした主張にもかかわらず、一般には、集団段階での

比較（生態学的研究と呼ばれる）で示された因子と病気の関りは伝統的には説得力がないとされ、

軽視されがちである。その主な理由は、交絡を制御するのが生態学的研究では個人を単位と

した研究よりもなおさら困難なためである。個人を単位とする研究では、野菜を同じくらい

食べる人の間で肉の摂取量のばらつきがある程度あるために交絡の制御がやりやすいが、生

態学的研究では野菜を同じくらい食べる国の間で肉の平均摂取量のばらつきはずっと少ない

（平均値のばらつきはもとの値のばらつきより小さいという統計的現象のためそうなる）ことが

この困難さを引き起こしている。

　なんらかの形で個人段階の因子と集団段階での因子を同時に考慮することによりこのよう

な限界を克復するという解決法が考えられる。しかし、多変量解析に個人や分子段階の因子

に加えて、集団の段階の因子を含めるというだけの単純な方法では、問題は解決できない。

そもそもの原因の効果が見えなくなってしまうという先の議論は、この場合にもあてはまる

ためである。通常の多変量解析に頼る限り、明らかにそもそもの原因が社会にある場合も、

直接の原因は個人にあるという結論がでてしまうのである。

次世代の疫学

　疫学の知見をどのように病気の予防という公衆衛生の大目的に役立てるかという視点から、

遠い因子が（近い因子を介して）どう発病に影響するかを解明することを可能とする疫学・生

物統計手法の登場が待たれている。そのような新手法に望まれる属性として、集団、個人、

分子などの構成（organization）の多段階を同時に視野に入れられること、また各種の事象が起

こる順序と社会的そして生物学的な分脈を考慮することができることが挙げられるが、現時

点で手許にある手法はこれらの点で不完全である。しかし、こうした要求をある程度満たす

手法がないわけではない。社会学や教育学、心理学などの分野で用いられてきた共分散構造

分析一Structural　Equation　Model（SEM）、またpath　analysisとも呼ばれる一は、上述したような
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近い因子と遠い因子を同時に考慮し、かつ遠い因子の発病への寄与を数量化することを可能

とする。乳児死亡率の分析などにその応用例があるが、通常の多変量解析を用いた研究の圧

倒的な数にくらべるとそうした例は非常に少ないといって差し支えない。公衆衛生の大学院

（公衆衛生の学士課程はまれ）で疫学科の院生が履修する必修の生物統計は初歩から始まり多変

量解析でおわるのが通常で、共分散構造分析に触れて卒業していく疫学者の数は限られてい

る。

おわりに

　疫学が直面している課題は、Kuhnが呼ぶところのパラダイムシフトを要求している。しか

し、重要な課題と望むべき変化の方向のついての議論が近年さかんであるが、解決法はいま

だに見い出されていない。本稿では疫学のパラダイムシフトについてとりあげたが、公衆衛

生で（そして心理学、経済学などの数多くの分野でも）使われる統計学でも重要なパラダイムシ

フトの兆しがある（Royallを参照のこと）が紙数の都合で紹介できない。また、米国で公衆衛

生が学際的な領域として発展し現在にいたる諸事情と日本の公衆衛生をめぐる事情との比較

も非常に有意義と思われるが、別稿に譲る。
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V［1．先端科学技術の開発と特許制度を巡る

政策論争

角南篤（コロンビア大学大学院公共政策フェロー）

遺伝子特許：ヒトゲノム計画とバイオベンチャー企業

　先般、人の全遺伝情報の解読を行ってきた日米欧などの国際チームは、「解読データの概要

版」の完成を発表した。米国立衛生研究所（NIH）を中心に約10年間にわたり世界的に展開

されたヒトゲノム計画は新たなステージを迎えることになる。これまで、国際共同チームに

競合する形で、独自に解読作業を行ってきた民間のセレラ・ジェノミクス社（米国メリーラ

ンド州）も既に解読の終了宣言を行っており、今後の生命科学における研究の発展に大きな

期待が寄せられている。しかし一方で、遺伝子ビジネスとりわけ遺伝子の利用権をめぐる争

いが激化している。

　遺伝子特許が注目される直接的なきっかけになったのは、米国特許商標庁が2年ほど前、

米国のバイオベンチャー企業インサイト社が解析した人間遺伝子断片の特許権を承認したこ

とが挙げられよう。しかし、この遺伝子ビジネスの覇権争いは単に民間企業間の競争に終わら

ず、公的研究機関や大学を巻き込んだ科学技術開発を支える国家戦略にまでも影響を及ぼし

始めた。とりわけ、危機感を募らせている日本では、産学官の共同研究開発を促進すること

で欧米に追いつく戦略を打ち出し、3者による協力体制の確立を進めている。

　こうした遺伝子特許を狙った競争が過熱する中、産学官による共同研究体制の在り方と大

学での研究成果の特許による知的財産権保護という2つの政策課題が関心を集めている。な

かでも、米国の1980年バイ・ドール特許・商標改正法は国内外から注目されている。今年4

月23日付きの米誌ニューヨーク・タイムズは、コロンビア大学の研究者が開発した緑内障の

新薬に関する記事をとりあげ、この特許法により昨年大学が得た収入は960万ドルにものぼ

り、そのうちこの新薬に関わるものは、200万ドルであったとしている。こうした研究の多く

は、そもそも公的資金（この場合は米国立衛生研究所を介する）によって行われているが、

バイ・ドール特許法は、その成果を商品開発に結びつけることから発生する収益を大学が特

許を保持することで直接受け取ることができるようにしたものである。

　本稿では、今後の科学技術政策の重要なテーマであるバイ・ドール法を再評価する最近の

研究をレビューすると同時に、科学技術政策を研究する上で新しい視点の1つである国家イ

ノベーション・システム分析に焦点をあてたい。

国家イノベーション・システムの研究
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　従来、研究開発活動を国家単位で見る場合は、インプット（研究開発費や研究者人口）と

アウトプット（特許）のデータが主に利用されてきた。しかしこれらのデータからは、研究

開発の内容と方向性についての情報は得られても、実際にどういう形で、またどのくらいの

ペースで研究開発が行われているか客観的な情報を直接得ることはできない。従ってこれま

でのインプット・アウトプットデータのみでは、イノベーション活動の動向を全体的に把握

することは困難であった。さらに、これまでの分析は静学的視点から研究開発活動を捉えて

おり、イノベーションに関わる全てのアクターをシステム的且つ動学的に観察する分析が求

められてきた。

　そこで、近年OECDなど国際機関でも大きく取り上げられはじめたのが制度学的視点を用

いた国家イノベーション・システムに関する研究である。これは、これまでのインプット・

アウトプットデータの静学的分析とは違い、研究開発活動を支える各アクターや諸制度間の

関係を動学的に分析することで、技術革新をもたらすインプット・アウトプット間のブラッ

クボックスを明らかにさせることを目指している。知識生産と産業の相互作用や様々な研究

開発組織のインターフェイスが技術革新やイノベーションプロセスを理解する上で重要な分

析的視点を提供していることを認識することを出発点としている。

　我が国でもこれに関連する研究はこれまでも様々な形で行われてきたが、数年前に立ち上

がった進化経済学会に象徴されるように動学的且つ制度学的視点を用いる分析に新たに注目

する動きが出てきている。

産学共同研究体制と1980年バイ・ドール特許・商標改正法

　米国では、大学を中心とする研究と民間企業による研究は今世紀初頭からそれぞれ独自に

制度化されてきた。しかし、近年になってこれまでとは全く違う形の産学連携が台頭しはじ

め、米国内外の研究者の間で注目され始めてきている。とくに、大学による特許取得件数や

民間企業へのライセンシングの数が著しく増加していることは、これまで長年にわたり続い

てきた大学と民間企業の間の研究協力関係が大きく変わろうとしていることを示唆する。

　そうした中で、1980年に成立したバイ・ドール特許・商標改正法が大学による特許取得件

数の上昇に直接寄与しているとする見方がワシントンを中心に定着し始めている。バイ・ド

ール法は、連邦政府からの資金によって行われた研究の成果に対し大学自らが特許を保有し

且つそれをライセンシングできることを認めたものである。実際に大学が保有する米国の特

許件数は、1969年では188件であったが1979年の時点で264件、バイ・ドール法制定後の1984

年に551件、89年に1228件、そして1997年には2436件にまで膨れ上がった（米国特許商標

庁）。また、大学から民間企業へのライセンシングなどによる技術移転も過去10年で3倍に

も跳ね上がっている。

　しかしながら、バイ・ドール法の重要性が指摘される一方で、この特許法が大学の研究体

制や米国イノベーション・システム全体に及ぼす影響を実証的に分析しようという政策評価

は行われてこなかった。そこで、コロンビア大学のリチャード・ネルソンとカリフォルニア
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大学のデイビッド・マウリーが中心になって、このバイ・ドール法の影響をカリフォルニア

大学、コロンビア大学、スタンフォード大学のデータを用い、国家イノベーション・システ

ムの観点から分析し評価した研究が現在注目を浴びている。昨年の米国公共政策学会

（APPAM）の科学技術政策分科会でもこの研究が取り上げられ、ネルソン、マウリー等の呼

び掛けもありジョンズ・ホプキンス大学のフェルドマン等の研究グループが同様の調査研究

を始めるなど、バイ・ドール法の評価の動きは研究者の間でにわかに広がりをみせはじめて

いる。

バイ・ドール法の是非を巡る政策論争

　ネルソンとマウリー等の研究は、バイ・ドール法自体大学による研究活動に何ら直接的な

影響を与えたとは言えないとしている。確かに、大学による研究活動の内容やそのポートフ

ォリオはこれまでとはかなり違ってきており、大学の特許取得件数やライセンス収入の増加

をもたらした（注）。しかし、こうした変化はバイ・ドール法の制定とは別の理由によるもで、

とりわけ1960年代後半以降に始まった連邦政府による生命科学分野の基礎研究助成は、70年

代に入り加速したバイオ関連の技術革新とあいまって大学の特許取得件数やライセンス収入

の増加に大きく貢献した代表的な要因の1つと見ることができる。それに加え、裁判所による

司法判断や政府の政策転換が、とくに生命科学の分野における特許取得や知的財産権の保護

を容易にした点は見落してはならない。従って、バイ・ドール法の制定の前後で、「engineered

molecules」に対し特許を認定する司法当局の判断（Diamond　vs　Chakrabart払US　Supreme　Court，

1980）や知的財産権を保護する米国議会による法整備、それに行政府による知的財産権保護

を目指す国際交渉などそれぞれが結果的に大学による特許取得を促す要因となっているとい

える。つまり、大学による特許取得件数の増大は、生命科学に対する政府からの研究予算の

拡大やそれに伴う技術革新によるもので、いずれもバイ・ドール法制定以前から見られる傾

向である。

　ネルソンやマウリー等の研究グループは、カリフォルニア大学、コロンビア大学、それに

スタンフォード大学のデータでも、こうした傾向を確認している。その上で、彼らは、仮に

バイ・ドール法がなかったとしてもこうした大学における特許取得傾向は続いていたという

結論を出した。その一方で、バイ・ドール法の制定がこうした傾向にいっそう拍車をかけた点

も明確に指摘している。とくに、コロンビア大学のケースでは、バイ・ドール法以前からカ

リフォルニア大学やスタンフォード大学にならって大学による特許取得の拡大を図ろうとし

た準備は進めていたが、法案成立後こうした動きは一層早まり、現在では他の二大学を凌ぐ

勢いを見せている。このように、これまであまり積極的ではなかった大学も、バイ・ドール

法成立後、それぞれの研究成果の特許獲得に乗り出し始めたことは指摘されなければならな

い。

　また、共同研究などの産学連携や大学による特許取得及びライセンシングなどは米国イノ

ベーション・システム上、今までに見られない新しい傾向だとは言えない。米国における産
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学連携の歴史は1900頃まで湖ることが出来る。スタンフォード大学のローゼンバーグ教授等

によると、現在の大学における化学工学研究（ケミカル・エンジニアリング）は、そもそも

この時期に米国の精油や化学会社とMIT、イリノイ大学との連携で発展してきたとされる。

民間企業による大学の研究支援も、1970年代に入ってから顕著に増加している。例えば、1970

年では連邦政府による大学での研究に対する資金供与は大学全体の研究費70．5％であったの

対し民間企業による支援は2．6％であった。しかし、1997年では、連邦政府による資金が全体

の59．6％まで落ち込む一方で、民間企業からの資金は7．1％まで増えてきている（National

Science　Board，1998）。こうした変化は、冷戦が終結したことによる影響が米国イノベーション・

システムにも大きく表れている点であるといえよう。

大学研究に対する知的財産権保護の強化と問題点

　知的財産権保護の強化は大学の研究成果を商品開発につなげる最も有効的な手段であると

いう考えの下では、バイ・ドール法は連邦政府から大学に拠出される研究開発費に対し最大

の社会的還元をもたらす政策であるとされる。しかし、こうした政策は、同時にいくつかの

問題を抱えている。一つは、大学での研究成果の商品開発は、もとになる基礎研究や技術革

新が知的財産権で強固に守られている場合と、そうでなく大学による基礎研究の成果は原則

公共財として扱われている場合とどちらがこうした研究成果の商品化につながりやすいのか

決定的な実証はまだないという点である。ネルソンとマウリー等が実証するところによると、

基礎研究の成果と商品開発の関係は、基礎研究自体が知的財産権で守られているか否かで左

右されるよりも、研究成果そのものの性質によって決められるとされている。

　また、民間企業にとっては学会や学術誌での発表が大学での研究成果を入手するのに一番

有効な手段であるとする調査結果も出されており、知的財産権保護の強化はこうした従来の

オープンな知識伝播のチャンネルを過小評価することにもなりかねない（Cohen　et　aL，1998）。

そうした中で、特許取得やライセンシングに注がれる膨大な事務手続き作業などを考慮する

と、論文発表や学術会議などのよりオープンな情報伝達チャンネルにある程度のしわ寄せが

生じることは明らかであろう。従って、バイ・ドール法のようにオープンなチャンネルを塞

ぎかねない政策は、かえって大学から民間企業への技術移転を妨げるケースも有り得るだけ

ではなく、これまで機能していた科学研究に何らかの障害を与える可能性も否めない。バイ・

ドール法の幅広い適用は、公共性の高い基礎研究の成果をある特定の利用者に独占させるこ

とにほかならず、ひいては科学のさらなる発展を脅かすことにもなりかねないとネルソン、

マウリー等は警鐘をならしている。冷戦後の米国科学技術政策は、こうした政策分析・評価

を巡る研究を軸に今後の研究開発の在り方を模索する論争が益々増えていくであろう。
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（注）ネルソンとマウリー等の研究は、米国を代表するリサーチ・ユニバーシティーと呼ば

れている研究と教育の双方を目指している大学の中からとくに特許取得の顕著なカリフォル

ニア大学、スタンフォード大学それにコロンビア大学の3校のデータを比較したものである。

1997年のデータを見ると、受け取った特許料の大きい順にカリフォルニア大学の6，128万ド

ル、コロンビア大学の4，610万ドル、そしてスタンフォード大学の3，410万ドルと続いている。

また、特許1件あたりの受け取った特許料の平均では、コロンビア大学の22万9千ドルがト

ップで、Invention　Disclosuresの数を研究費で割ったInvention　Ratioでは、スタンフォード大学

が一番高い（フェルドマン等の試算による）。前述したジョンズ・ホプキンス大学のフェルド

マン等の研究グループは、これら三校に新たにジョンズ・ホプキンス大学、デューク大学、

ペンシルバニア州立大学などのデータを加えた。

　バイ・ドール法の具体的な効果について、ネルソン・マウリー研究は次の3つの点におい

てのみ大学の特許取得を促進させる上で限定的な役割を果たしたと指摘している。先ず第1

点は、これまで国防総省や国立衛生研究所などと大学の間で個別に話し合われていたライセ

ンス協定（Institutional　Patent　Agreements）は、バイ・ドール法のもとでひとつの政策としてま

とめられたことである。2つ目の点は、この法案により米国議会の産学連携に対する支持を

明示したことである。そして第3点に、こうした議会の支持は、知的財産権保護の強化は大

学の研究成果の民間企業による商品開発を促進させるという見方が政策により正当化された

ことである。この背景には、財政が逼迫する中で限られた公的資金で支えられている大学の

研究から最大限の経済利益を導き出せるというバイ・ドール法が政治的に受け入れやすいと

いうことがあったことも見逃せない。
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V皿移民国家と言語教育政策

住田育子（チェイニー大学大学院）

クリントン政権の識字教育政策

　クリントン政権は「アメリカ改正教育法（1994年）」（初等・中等教育法Elementary　and

Secondary　Education　AcレESEA）とも呼ばれる）によって「不利な状況にある子ども達の学力

向上に向けた支援」の条項を整えた。＜注1＞　アメリカ合衆国で不利益をこうむっている

子ども達というのは、貧困レベルの保護者が多い学校に在学する低学力の子ども、不十分な

英語力の子ども（LEP・Limited　English　Pro行ciency）、移民労働者の子ども、心身に障害のある

子ども、先住民の子ども、養育を遺棄された子ども、親が家族識字サービスの対象になる子

ども達である。そういう子ども達と他の子ども達の学力差は過去20年間で減少の傾向にあ

るとはいえ、依然として大きい。この条項（タイトル1）では子ども達の学ぶ場として、学

校だけではなく地域のあらゆる機関と家庭が考慮されている。

　クリントン大統領は、「21世紀におけるアメリカの教育」のための行動計画として「大統領

と国務長官の優先項目」という具体的な指標を掲げている。＜注2＞　優先7項目の第1が「す

べての生徒が3学年の終わりまでに独力で読める」ということからもわかるように識字能力

の獲得は最優先目標である。これに「すべての生徒が8学年の終わりまでに代数と幾何をふ

くむ数学の力をつける」、「18歳までにすべての生徒が大学に受け入れられる準備をする」な

どがっつくが、当然、大学入学のための奨学金や学資ローンの機会も増えている。＜注3＞

　すべての子どもが独力で読めるようになることをめざした第1目標のためにさらに7つの

具体的なプログラムが提案されている。かつてクリントン大統領は「我々は西暦2000年まで

に、アメリカの8歳児が年齢にふさわしい本を選んで、“ひとりで全部読めます”と言える国

にする努力をしなければならない」と述べた。＜注4＞7つのうちの1つが「アメリカの読

書チャレンジ」（AMERICA　READS　CHALLENGE）と呼ばれるものだが、クリントン大統領は、

この成功のカギはすべてのアメリカ人、親、教師、図書館員、宗教者、大学生、メディア、

コミュニティ・グループ、ビジネス・リーダー、老人たちの協力にかかっていると述べてい

る。＜注5＞　1994年の政府統計では、4学年児童の40パーセントが読解力において学年レ

ベルを下廻っているという結果がでた。＜注6＞　政府は1996年、落ち込みがとくにひどい

12の大都市で児童の読解力向上をめざした専門的な援助を行った。「今すぐに読もう」

（READ　RIGHT　NOW）と呼ばれるプログラムである。ボストン市では1，2年生を対象にし

た2ヵ年プログラム、幼稚園児向けの準備プログラムをつくり、人形劇の用意をして各コミ

ュニティを廻り、子どもたちが物語や絵本に触れる機会を作った。ボルティモア市では、3年

生と4年生に焦点をしぼり、夏の8週間、一日6時間のキャンプで徹底した読書指導を行っ

た。まず単語や語彙のスペル、意味、使い方を学習し、そのあとキャンプ・リーダーが読み
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聞かせる本を集中して聞く。コミュニティ・リーダーの一人は、「3，4年生を対象にしたのは、

もちろん読解力の統計結果もあるが、ボルティモアの子どもの多くが3年と4年の夏休みに

麻薬を使い始めるという警察の統計に触発された」と語っている。キャンプには市内の小学

校10校の児童450名が参加したが、どの小学校も圧倒的多数の貧困家庭をかかえ、子どもた

ちは「リスクのある生徒」（Ar－Risk　Pupil）と呼ばれ、学力が低くすべてに自信が持てないでい

る。ここで彼らは美術、音楽、ヨットなどのコースも経験し、読書を中心にした新しい生活

習慣をつくる訓練をするのである。〈注7＞　1997年4月フィラデルフィア市で開催された

「アメリカの将来に向けた大統領サミット」の主要テーマのひとつは、子どもたちの読む力

を育てる草の根ボランティアの呼びかけだった。＜注8＞「アメリカの読書チャレンジ」の概

要によると、「親は一日30分、子どもになにか読んでやるべきである。子どもは赤ん坊の頃

から、まず家族から言葉を学ぶ」＜注9＞とあるが、移民家族がかかえる世代による言葉の断

絶の問題も深刻である。

バイリンガル教育の動向

　アメリカ合衆国では「公民権法」（Civil　Rights　Act）（1964）の成立後、言語にもとつく

差別をなくすために「バイリンガル教育法」（Bilingual　Education　Act）（1968）が制定され

た。これは英語を理解しない児童に、上達するまでの一定期間、母国語と英語の2言語併用

の必要性を認めたものである。目的はあくまでも児童の英語力が速やかに向上することだっ

た。しかし、バイリンガル教育法が制定されても、1970年代前半までは、児童の母国語で授

業をサポートするバイリンガル制度は機能していなかった。

　アメリカにおけるバイリンガル教育が全国的に発展したのは、1974年に連邦最高裁判所が

下した『ラウ対ニコルス』（Lau　v．Nichols）と呼ばれる裁判の判決以降である。＜注10＞　サ

ンフランシスコに住むラウ氏ら中国系の父母が、彼らの子ども達は英語がよく分からないの

に十分な配慮もなく放置されていると、市の統一学校区（教育委員会）を相手どって訴訟を

起こしたのである。最高裁は、原告側の訴えを認め、英語がわからない子どもが公平な教育

を受けるために、平等な（つまり母国語による）教科書、教員、カリキュラムなどが提供さ

れるべきであると判断した。カリフォルニア州ではその後、「バイリンガル・バイカルチャル

教育法」（1978年）が制定され、バイリンガル教育はもはやアメリカの主流に速やかに同化さ

せるための措置ではなく、母国の文化に誇りをもちかつ維持していくために不可欠な手段と

考えられるようになったのである。これによってカリフォルニアでは、英語が不十分な児童

は母国語で算数、理科、社会などの授業が受けられるようになった。

　最高裁の決定は、ニューヨーク、テキサス、ワシントン、ニューメキシコなど移民の多い

州だけではなく、各州に影響を及ぼし、ESL（English　as　a　Second　Language・英語を母国

語としない児童に英語の読み書きを基礎から教えるプログラム）が整備されるきっかけにな

った。州や地域によって移民の受け入れ状況に大きな差があるため、バイリンガル教育やESL

プログラムも当然バラエティに富んでいる。たとえばニューヨーク州では、英語力が不十分
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と判断された英語以外の母国語の子どもがその学校に一人でもいたら、ESLプログラムを用

意しなければならない。同じ母国語をしゃべりESLを必要とするどもが1学年に20人以上い

ると、ESLのほかにバイリンガル教育の実施が義務づけられる。子どもの母国語を理解する

バイリンガルの教員をクラスに配置して、授業の理解やりスムーズな活動の参加を促すため

に通訳をはじめとする手助けをするのである。ESL児童の多い地域では入学当初、英語力の

テストを行い、レベルに応じたクラスが受けられるようになっている。＜注11＞

　ペンシルバニア州で私の子ども達が体験したESLの場合、小学校ではスペイン語のバイリ

ンガル教員が教え、中、高は英語のみのモノリンガル教員が担当していた。小学校のESLも

その年度はたまたま生徒の母国語が中国語、日本語、カンボジア語、ロシア語だったので、

スペイン語を話す先生のバイリンガル能力は機能しなかった。しかし、毎日1，2時間程度

でも小人数クラスで読み書きをじっくり習えるので、英語の力は確実につき、むしろ説明は

すべて英語だったためにリスニングの力はすごい勢いでついたようである。本人たちは当時

を振り返って、日本語のわかる人がそばにいたほうが気分的にはラクだったと思うが、その

人ばかり頼って自分で英語を話そうという意欲がわかなかったかもしれないと言う。しかし、

子どもがカリフォルニアでバイリンガル教育を受けた友人は、英語が理解できるようになる

まで、日本語で算数、理科、社会などの教科を習えて非常によかったという。教科書を見て

も、先生の説明を聞いてもほとんどわからない状態で、そのうちわかるようになるからと子

どもに辛抱させるなど拷問にもひとしいという。友人は、わからないまま毎日授業にでる子

どものフラストレーションの問題ばかりでなく、かなりの期間にわたって教科内容を理解す

る権利を奪われているという事態をきびしく批判している。

　バイリンガル教育についての論争は60年代から続けられ、現在でも移民に対する語学教育

のありようをめぐる主要なテーマである。＜注12＞　論点はバイリンガルによる授業はあく

までも英語が上達するまでの過渡的な措置であるべきか、民族的アイデンティティを維持し

母国語による文化の伝統を継承するために永久的に行われるべきかということである。＜注13

＞　1998年、カリフォルニア州でバイリンガル教育の廃止提案（Proposition　227）が住民投票

にかけられ、州民は廃止を支持した。＜注14＞　廃止提案の中心人物、シリコンバレーの資

産家ロン・アンズ氏は、バイリンガル教育によって子どもの英語が上達しないと考えたヒス

パニック系（中南米のスペイン語圏出身）の親たちがロスアンゼルスの教育委員会に抗議行

動を起こした事件を重視している。たしかに当時の世論調査ではヒスパニックの80パーセン

ト以上が廃止を望んでいるという結果がでている。＜注15＞

　しかし、この結果こそまさに言語による差別の存在を意味し、言語の否定は文化の否定、

ひいては民族的アイデンティティの崩壊になり、ますます英語中心の経済的、文化的優位性

を強めていくという危機感をもつ人たちもいる。＜注16＞　カタコトの英語しか話せない親

と英語のほうが楽になっている子どもとの間の断絶によって、人格形成に影響を及ぼす親子

の対話が失われ、両親が継承してきた伝統的な叡智が家庭内で伝わらないという問題もおこ

る。

　教育省移民教育部は2000年度予算として4億ドルを計上し、バイリンガル教育の推進を続
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行しているが、その目的はひとつのアメリカ（ONE　AMERICA）の建設、つまり移民やその

子どもが十分な英語力を実につけることによって、自らの力で雇用の機会を獲得できること

である。

移民を対象にした教育の状況

　アメリカ合衆国の移民教育は教育省の移民教育部の管轄であり、行政根拠は「アメリカ改

正教育法」（1994年）の【タイトル11（TITLE　I）に規定された「不利な状況にある子どもたち

の学力向上支援」である。これは移民児童にかぎらず、社会的に不利益をこうむっている子

どもすべてが対象になる。［タイトル1］はAからFまで6つのパート（PART）をもつ。パー

トA：「教育現場に対する基本的なプログラム」、パートB：「平等なスタートのための家族識

字プログラム」、パートC：「移民児童の教育」、パートD：「保護から遺棄された児童あるい

は学校中退のリスクのある生徒」パートE：「連邦政府の評価、表示、移行措置プロジェクト」

パートF：「一般規定」である。つまり移民児童への教育対策予算は、家族をふくむ子どもた

ちの現状に応じて複数のパートから確保されることになるが、中心はパートCの移民教育プ

ログラム（Migrant　Education　Progran∬MEP）である。予算は移民の数によって州ごとに割り当

てられるが、実際のサービスの内容は、人数ではなく必要に応じて決定されることはいうま

でもない。＜注17＞　1996－97年の学校年度における移民児童数は全米で735，000人と報告さ

れている。＜注18＞　その半分はカリフォルニアとテキサスが占め、全国的に見ると大都市、

小都市、農漁村などの過疎地にほぼ3分の1つつ住んでいることになる。しかし、移民労働

者は職を求めて転々とすることが多く、とくに季節労働従事者はひんぱんな引越しを繰りか

えしている。そのため、移民児童を擁する学校区（教育委員会）は専門ケース・ワーカーを

雇い、移民教育プログラムの対象になりそうな家族が越してきたという情報がはいると、家

庭訪問して入学や転校の手続きから福祉対策の紹介にいたるまで世話をする。ケース・ワー

カーはスペイン語をしゃべるバイリンガルが多く、地域によっては、中国語、ロシア語、東

欧語、ベトナム語、カンボジア語などを理解するケース・ワーカーもいる。これもアメリカ

の移民受け入れ状況と相関関係にあると言えよう。この対象児童・家族の発見（特定）は学

校区の重要な任務である。言葉が通じないために、あるいは不法滞在のために、学校に行け

ない子どもがでてくるのを防ぐためである。1997年に改定された新移民法以降、不法滞在に

対する取締りがきびしくなり、政府関係の機関には不法滞在を知った場合移民局に通報する

義務が課せられるようになったが、子どもの教育保障に関する限り、滞在が合法か違法かは

問われない。＜注19＞

　教育プログラムには移民児童を対象に行われる場合と学校を対象にする場合とがある。「学

校対象プログラム」（パートA、SEC．　l　l　14　SCHOOLWIDE　PROGRAMS）は、移民児童が在籍

する学校に対して実施され、1996－97年学校年度には2，800の公立小中学校（半分以上はカリ

フォルニアとテキサス）の165，㎜人がヌ寸象になった。この児童数は政府が行う移民教育プロ

グラム対象児童の5分の1にあたる。
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プログラムの事例紹介

（1）【タイトル1】のパートA：「教育現場に対する基本的なプログラム」

学校対象プログラムの実施例である。（1996－97年学校年度）（MEETING　mE　NEEDS　OF

MIGRANT　STUDENTS　IN　SCHOOLWIDE　PROGRAMSπECHNICA　REPORT・1999年、　米国

教育省発行）

＊ブルーグラス小学校（ケンタッキー州）

　郡の人口は10，000人、生徒数1，800人。小学校3、中学校1、高校1、全部の学校が［タイト

ル1］の予算対象。小・中でこのプログラムが実施され、高校は「要援助校プログラム」（TITLE

レSEC．1115　TARGETED　ASSISTANCE　SCHOOLS）の対象。全生徒の70パーセントが無料ある

いは割り引きの給食を提供されている。地域全体の貧困率が高い。校区の人種構成は白人98

パーセント、黒人2パーセント。郡の主要産業はタバコ栽培、移民の95パーセントが白人で

ほとんどがタバコ農場で働き、州内を頻繁に移動している。郡の移民児童は365人、生徒数117

人のブルーグラス小には33人が在籍。「タイトル1教員」と呼ばれる先生が1名派遣されコ

ンピューター・ラボの管理をしながら、クラス担任と連絡をとりあって生徒全員に関わる。

ほかにタイトル1コーディネーターが1名、校長をくわえた3人で実施プログラムを検討。

とくにコーディネーターは郡の教育委員会の移民事務所と折衝しながら予算獲得にも動く。

プログラムの成果は州の統一テストの結果で判断され、成果が上がらない場合はコーディネ

ー ターの責任を問われる。プルーグラス小のように移民児童の学力の落ち込みがめだたない

学校では親を対象にした特別な活動はなく、もっぱら学校全体の学力向上が中心になる。

＊ノースイースタン中学校（コネティカット州）

　州内の大規模校のひとつで生徒のほとんどがマイノリティ・グループ出身。生活レベルは

貧困ラインを下回る。生徒の66パーセントがヒスパニック（ほとんどプエルト・リコ出身）、

29パーセントが黒人。93パーセントの生徒が無料給食サービスを受けている。移動率が高く、

1996年の9月から11月の間に172人が転出、ほぼ同数が転入。1，260名の生徒のうち移民生

徒は92名。ほとんどがプエルト・リコからの移民でタバコ農場の労働者。プログラムの予

算はタイトル1と移民教育プランから拠出されるが、同校では移民児童と非移民児童に明確

な区別をしていない。どちらも転出入の多さ、英語力の不十分さ、貧困など同じ課題をかか

えているからである。プログラムは言語能力の向上を目的に、コンピューター・テクノロジ

ー教育の充実、活動への保護者の参加要請、コネティカット大学との連携による共同作業、

各種統一テストによる生徒の客観的学力判定などに力を入れているが、移民生徒を対象にバ

イリンガル授業（ESL）も実施されている。　ESLの生徒の母国語はスペイン後が圧倒的に多い

が、ポルトガル語、中国語、ベトナム語などもまざり、近年、ジャマイカや西インド諸島か

らの移民が増えているので、教育委員会のバイリンガル部門の支援を受けている。
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（2）1タイトル1】（パートB）平等なスタートのための家族識字プログラム

＊ラス・クルセス学校区（教育委員会）（ニューメキシコ州）

対象：校区内の移民99家族

内容：家庭及びコミュニティ・センターを基盤にした総合的なプロジェクト。「親が先生」、

「ヘッド・スタート」、「就学前の向上」「バイリンガル教育」などの各種教育プログラムの統

合。センターは3，4歳児に就学前教育を提供、成人向けの識字は個人の希望に応じて近くの

コミュニティ・カレッジ、「職業訓練準備教育」、「ESLと市民権」、「GEDサービス（高校修了

同等資格）」などから提供される。「就学前」プロジェクトのスタッフと「親が先生」に所属

するボランティアの親が定期的に家庭訪問して子育てをサポートする。センターは親のため

の子育てセミナーや親子識字教室なども開催し、親たちはわが子の教育パートナーになるた

めの訓練として子どもの学校にボランティアで派遣される。

＊ジェネシ移民センターとコーネル大学協力機関（ニューヨーク州）

対象：100以上の移民家族（農業従事者）

内容：「平等なスタートへの移行」と呼ばれるプロジェクトで、6種類の移民教育プログラム

を組み合わせてある。目的はヨチヨチ歩きの幼児から入学前の子どもが、小学校入学後、授

業に遅れをとらないように家庭で早めに文字の読み書きを練習することである。「アメリカ識

字ボランティア」や「農村成人教育プログラム」から派遣された指導員が、そのために家庭

で親ができることを指導する。親を対象とした「家庭と学校の連携が子育てに果たす役割」

についての連続講座もある。

＊コミュニティ・サービス・センター（非営利組織）（カンサス州）

対象：移民300家族

内容：年間計画で家庭を基盤にしたサービスとセンターを基盤にしたサービスがある。幼児

対象には家庭訪問をして、地域のヘッド・スタート・プログラムと連携をとって発達のため

の教育的な手立てを紹介する。児童は個人の発達状況に応じた学習プログラムによって個人

的な学習指導を受ける。大人にはカンザス市コミュニティ・カッレッジの成人教育プログラ

ムによる成人教育を提供。親が子どもの学習パートナーになれるように、親子一緒の学習活

動を教育専門家が立案し、センターや家庭で実施している。

クリントン大統領の2001年予算提案に見る移民教育く注20＞

　最後に今年の2月7日に発表されたクリントン大統領の2001年度予算提案における移民教

育の方向を簡単に分析したい。「ひとつのアメリカの建設」については、公民権施行の強化、

ネイティブ・アメリカン・コミュニティの改善、移民の家族に対する英語教育の提供、健康問

題の格差の解消、大都市と過疎地域における教育機会と経済発展の促進を掲げているが、移

民への英語教育がひとつのアメリカ建設に不可欠な要素であることをあらためて述べている。
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移民をふくむ不十分な英語力の人々が英語をマスターする機会をもつことは、教育や仕事に

有利なばかりでなく、アメリカ社会への完全参加が可能になるという考え方である。移民に

対する高度な英語教育は彼らの公民意識と生き方の向上に大きく貢献するという見解にたっ

て、クリントン大統領は「英語と公民教育の発議権」（English　Language／Civics　Instruction　Initiative）

を提案した。この発議がアメリカの社会を強化する有効な手段になるとして、今年度予算よ

り5，㎜万ドル増やし7，500万ドルを計上、言語教育が必要な人々を25万人と見積もってい

る。

　さらにクリントンは2001年に向けて「ヒスパニック教育行動計画」（Hispanic　Education　Action）

を提案している。これはヒスパニックの若者が学力をつけて高校を卒業し、大学に進んだあ

とも生涯教育として学び続ける力をつけることを目的にしたものである。いずれアメリカ合

衆国で黒人を抜いて最大のマイノリティになるヒスパニックの教育水準の向上は、アメリカ

の将来にとってきわめて重要な課題になる。そのために8億2，300万ドルを計上、バイリンガ

ル教育プログラムに対しては4，800万ドル増の2億9，600万ドルを見込んでいる。

　教育予算のうち【タイトル1］（不利な状況にある子どもたちの学力向上に向けた支援）に

充てられる額は91億ドル、これは2000年度予算より4億ドルの増額になるが、教育政策に

重点をおいたクリントン政権の面目躍如と言えるのではないだろうか。
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　　　　読める。President’s＆Secretary’s　Priohtiesより。

〈注3＞America’s　HOPE　Scholarship，　Direct　ban　Programなど。

＜注4＞1996年12月、カリフォルニア州フレズノで。

〈注5＞America　Reads　Challengeより。教育省ホームページ。

〈注6＞National　Assessment　of　Educational　Progress　Test，1994．

＜注7＞Reading　Program　in　Baltimore　Reaches　Out　to　Needy　Children，”New　York

　　　　Times”1997年7月18日

〈注8＞President‘s　Su㎜丘t　for　America’s　Future　1997年4月、フィラデルフィア

＜注9＞America　Reads　Challengeより。教育省ホームページ。

＜注10＞Peter　Duignan”Bilingual　Education：ACritique”Hoover　Essay，　HOOVER

　　　　INSTITUTION　に簡略に書かれている。

＜注11＞岡田光世『ニューヨーク日本人教育事情』岩波新書

く注12＞Peter　Duigan”Bilingual　Education：ACritique”Hoover　Essay，HOOVER

　　　　INSTrrUTION　アメリカにおけるバイリンガル教育の歴史的な推移がバイリン

52



　　　　ガル教育に批判的な立場でまとめられている。フーバー研究所のホームページ

　　　　で読める♂Is　it　hasta　la　vista　for　bilingual　ed？1”U．　S．　News”1998年バイリン

　　　　ガル教育についての最新の論争を特集している。’Ababel　of　tongues’Debates　over

　　　　bilingual　education　are　almost　as　old　as　the　republic．“U．S．　News”1997年11月

　　　　24日

く注13＞Robert　T．　Jimenez’The　reading　strategies　of　bilingual　Latina／o　students　who　are

　　　　　successfUI　English　readers：Opportunities　and　obstacles’”READING　RESEARCH

　　　　QuATERLY”1996年第1号、母国語での読解力がある子どもほど英語の読解の上

　　　　達が早いという研究結果の報告である。そのほか同誌には、子どものバイリンガル

　　　　教育に果たす母国語と家庭の役割をめぐる研究報告などが多数ある。
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DC　TMDの日米技術協力にみる冷戦の遺制

池上雅子（ストッツクホルム大学日本研究学科上級講師）

　戦域ミサイル防衛（TMD）の日米技術研究協力は、1998年の北朝鮮による「テポドン」発

射を契機に一気に始動した。しかし、TMDの日米技術協力自体は、こうした安全保障上の変

化に拠るよりも、基本的には1980年代初頭から専ら米国主導で進められてきた日米軍事技術

協力強化プロセスの一環として理解されるべきものである。そして、この点こそが日本にお

けるTMD議論において、実質的議論が短期的な技術問題に偏向し、中・長期的な安全保障面

での議論が相対的に弱い、という問題を生じる背景となっている。

日本軍事技術研究開発共同化の経緯と背景

　日米両国間の軍事技術に関する研究開発協力は1980年代初頭、「第2次冷戦」の最中に当

時のレーガン大統領がSDI構想を打ち出し、西側同盟諸国に研究開発協力を呼びかけたのに

対して日本側が応えたのが最初である。その後両国は1980年代末に次期支援戦闘機（FS－X／

現F－2）の共同開発で技術移転問題等をめぐり紛糾したものの、全般的には漸次軍事技術協力

の強化に向かっている。この間米国側の方針は「兵器システムの精度・性能を高め、かっ開

発生産コストを節約する上で有効な日本の高度な民生汎用技術をいかに活用するか」で一貫

しており、「高度技術の優位が国家安全保障の要」とする米国の技術安全保障政策と相まって、

冷戦の終結という政治的戦略的与件の根本的転換にも大きく影響されることなく続いている。

その背景には米国の「対日防衛負担要求」の伝統的思考に加え、特に1980年代頃から顕著に

なってきた軍事技術研究開発の「国際化」と「商業化」という趨勢がある。「国際化」とは、

兵器システムの開発生産において他国間協力が単に増加しているのみならず、財政的技術的

理由からその必然性も高まりつつあることを意味する。「商業化」とは、民生技術の質的卓越

性の向上に伴い、民生技術の軍事技術への応用（スピン・オン）や、兵器システムの開発生

産・維持コストの削減手段（その為に米国防省はミル・スペックの緩和を打ち出した）とし

て民生汎用技術の重要性が増していることを意味する。※1FS－X共同開発で汎用技術移転を

めぐり問題が紛糾したものもこの為である。

　日米軍事技術協力は、1990年代のTMDシステムの研究開発協力に向けて新たな局面に入

った。TMDは、旧ソビエトの戦略ミサイル（大陸間弾道ミサイル）からの防衛を図るSDIが

冷戦終結後戦略的に陳腐化したのに対し、1991年の湾岸戦争で比較的短距離の地域紛争型戦

域ミサイルの脅威が浮上したのに伴って、いわばSDIプロジェクトを縮小再編成したもので

ある。従ってTMDはSDIと技術上・研究開発組織上では関連するものの、冷戦後の財政的制

約と、地域紛争での現実的な使用可能性という点では典型的なポスト冷戦型の兵器システム

である。冷戦後10年余りの間に実質で25％以上も軍事研究開発予算を削減した米国にとり、
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技術的実証性でも困難と高いリスクを伴うTMDの開発を継続する上で、研究開発資金の分担

と技術協力が可能な日本は貴重なパートナーである。TMDの中でも特に技術的に困難な

THAADや海上配備型広域ミサイル防衛（NTW）などの開発プロジェクトの存続・成否には、

日本が技術・資金面でどの程度協力に応ずるかが大きく影響する可能性もある。米国は1993

年の北朝鮮の日本海に向けたミサイル発射テストを契機に日本側政府・防衛産業界に開発協

力を要請し、以来、RS－X問題紛争の後遺症などから慎重論の強い日本側に粘り強く働きかけ

てきた。1998年の北朝鮮による「テポドン」発射を契機に日本側はそれまでの慎重論から一

気に研究開発協力方針に動き、TMD技術研究協力が決定した。また、　SDI研究協力時に形

成された日米防衛産業間の新たなネットワーク（従来より裾野が広く、防衛装備の国内開発

生産を指向する伝統的防衛産業に対して、民需中心のエレクトロニクス産業などが相対的に

重要性を増す）がTMD技術研究協力への踏み台となった点も指摘できよう。

TMD開発配備の孕む問題点

　TMD自体は、イラク・北朝鮮などの「悪漢国家」（rogue　states）を脅威として地域紛争で

の戦域ミサイルに対抗するポスト冷戦型の兵器システムだが、これの開発・配備に動く米国

とそれに追随・協力する日本、および周辺諸国の反応には、多分に冷戦型思考の遺制が見ら

れる。日米関係の文脈では、米国の世界戦略を、アジア太平洋圏では日本がこれを強力に補

完するという冷戦以来の図式が健在である。更に、アジア諸国が地域の秩序維持を、APECや

ARFなどポスト冷戦秩序を指向する地域協力機構に設置するという表面的な動きとは裏腹に、

覇権結果である米国の強大な軍事的プレゼンスに過度に依存するという構図も不変である。

アジアの指導者たちの深層心理に冷戦型秩序志向が根強く、結果的にアジア太平洋地域にお

いてポスト冷戦時代の平和と安全を構想する上での障壁となっている。

　第一に、安全保障のジレンマの解決をテクノロジーに求めるそれ自体矛盾した発想は、冷

戦以来相変わらずである。自国の安全保障を確保する為の防衛手段が（防衛的防衛と攻撃的

防衛の双方含む）、他国にとっては安全を脅かす脅威となり、仮に防衛的防衛手段であっても

他国にとっては攻撃的と捉えられる、という安全保障のジレンマの解決をテクノロジーに求

め、冷戦中の米ソ両国が激しい軍事技術開発競争を展開したことは周知の通りである。その

極みがSDI構想であった。また、ソ連が弾道ミサイル防衛を開発配備した時に、米国が直ち

に複数目標弾頭ミサイル（MmV）などの攻撃的兵器の開発強化で対応した経緯も想起される

べきである。TMDの場合も、その範囲は地域レベルに限定されるものの、安全保障のジレン

マを免れない。現に台湾がTMD配備に強い関心を示すのと平行して、中国は短距離弾道ミサ

イル・巡行ミサイル・MIRVなどの開発配備を強化し、それに対して更に台湾が長距離弾道ミ

サイル開発に動き出すという中台ミサイル軍拡競争を招来している。TMD自体は防衛的防衛

手段だが、プサンが「防衛的防衛が攻撃的戦力と組み合わされば、完壁な攻撃能力になる」※

2と述べるように、日本がTMD配備した場合、緊密な日米軍事協力と米分の強大な攻撃的戦

力と併せて、中国やロシア・北朝鮮などにとって非常に攻撃的な防衛態勢と捉えれれても仕
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方がない。

　第二に、脅威の対象が戦略ミサイルから地域紛争型の戦域ミサイルに代わったものの、

「TMD配備には核戦力の増強を以て対抗する」と表明している中国・ロシアなどの反応から

も伺えるように、TMDはそれ自体は通常兵器だが、依然として核抑制体制に密接に関わって

おり、それを複雑にする可能性もある。ロシアと中国は早い時期から「TMDは1972年の弾

道弾迎撃ミサイル（ABM）制限条約に抵触する」と強く反対している。　Mrrのポスタルらに

よれば、実際にもし高層広域TMDが予定どうりに働くなら、戦略ミサイルの迎撃も理論的に

は可能だという。地域紛争対応型のTMDといえども、　NMD（米国本土ミサイル防衛）との

技術的連関性も含め、グローバルな戦略核戦力の動向を左右しうる。

　そもそもTMDは米国の核抑止倫理の通用しない「悪漢国家」の脅威に対し、抑止の失敗（即

ち大量破壊兵器の実戦使用）を想定してデザインされたものだが、これは核兵器の精度向上・

小型化と相まって、大量破壊兵器（核・生物・化学兵器弾頭とその輸送手段）の実戦使用へ

のしきいを低くする可能性もを孕むと考えられる。冷戦中から米国は全面的核戦争・限定的

核戦争などの段階を区別する核戦略をとってきた。TMDは限定的な地域における大量破壊兵

器と弾道ミサイルの脅威に対して、戦略核ミサイルでの報復の可能性という抑止効果に拠ら

ずに対抗しようとするもので、いわば当該地域のミサイル危機（及び抑止失敗による実際の

攻撃）をその地域内で収める手段である。換言すればTMDは、限定地域内のミサイル危機を、

戦略兵器による応酬へとエスカレートさせずに当該地域内に留めるdemarcation効果をもつ考

えられる。冷戦中ですら米国は、「同盟国への核攻撃に対して、米国がその本土への核攻撃の

危険を冒してまで、核兵器による報復を行うことは破滅的である」といった趣旨をキッシン

ジャー元国務長官が自伝で示唆していた。

　上記で指摘した問題点はいずれも理論的仮説だが、中・長期的安全保障を考察する場合、

理論的に可能なあらゆるシナリオを検討すべきであることは言うまでもない。以下ではこれ

らの問題を日本・およびアジア太平洋の文脈で具体的に検討してみる。

日本におけるTMD議論で検討されるべき課題

　日本側がTMD開発・配備を検討する場合、つとに指摘されるのは巨額の開発費用や、度重

なる技術実証実験の失敗にみられる技術的有効性の問題である。この点ではMITのポスタル

やH．L．　Stimson　Centerの報告書が※3「TMDは開発配備に多大な費用と技術的困難を伴うのに、

敵対側は囮や多弾頭などで容易かつ安価に攻撃システムに対抗できるので、信頼あるミサイ

ル防衛は期待できず、費用対効果の点からも割に合わない」「結局は、現在一定の成果を挙げ

つつある大量破壊兵器拡散防止やミサイル関連技術コントロール等の国際的体制を発展させ

てゆくほうが、弾道ミサイルへの有効な対処」と結論している。また、先述の安全保障のジ

レンマと併せると、巨額の開発費用と技術的困難を賭けして折角TMDを開発配備しても、そ

れは容易に無力化されて信頼あるミサイル防衛を提供しないばかりか、周辺諸国の軍備の増

強・高度化を一層触発して、結局は長期的な安全保障を損なうという帰結を招く可能性が高
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い。

　日米間協力の文脈で、日本側の安全保障に照らして最大の問題は、米国が（中東を含む）

世界に展開する海外派遣米軍を悪漢国家のミサイル攻撃から防衛する点をTMD開発の目的と

するのに対し、日本は専ら北朝鮮（長期的には中国）のミサイル脅威を想定した本土防衛と

してTMDを据えている。　TMD配備が中国・ロシアなどの核攻撃戦力増強を触発するという

　「副作用」を勘案する上で、軍事介入と本土防衛とでは自ずと許容しうるリスクの大きさは

異なるはずだが、この点を日本側が十分に認識しているとは思われない。また日本と在日米

軍へのTMD配備は、　TMDのDemarcation効果に照らすと、東アジア地域のミサイル危機に

対して「核の傘」による核の拡大抑止に拠らずに、当該地域内の派遣米軍と同盟当事国にミ

サイル危機への対応の第一義的責任を負わせることを意味する。換言すれば、核の傘による

抑止に失敗した場合は、戦域ミサイル応酬の危機を当該地域内で収拾させ、戦略核応酬へと

エスカレートさせない為の方策ともいえる。近年、日米同盟強化に伴って、日本側が従来の

「Burden－sharing」よりも格段に高度の米軍戦略補完任務をに担うようになっているが、その

文脈からいえば、TMD配備は「核の傘」抑制に伴う安全保障のジレンマの帰結と責任を、日

本に応分に負わせるという性格を持つ。

　また、日本や台湾にはTMDの技術的有効性の限界も承知の上で、寧ろそのバーゲニング・

パワーとしての政治的効果や、「ミサイルの桐喝に屈しない」という心理的効果に期待する声

もある。しかし、上述のようにTMDが安全保障のジレンマを更に深刻化させる可能性、また、

大量破壊兵器実戦使用にふみきる敷居を低くし得るという敵対者側の負の心理的効果などを

勘案すると、TMDは政治的道具としては潜在的に危険である。

　日本としては、TMDは米国にとっては軍事介入レベルの問題だが、日本にとっては本土防

衛の問題であるという基本的なバーセプションの違いを認識し、「核の傘」効用の検証を始め、

TMD配備のもたらしうるリスク（アジア周辺諸国の軍拡触発など）も十分に見通した上で、

むしろ冷戦以来の核戦力抑止の倫理に代わる安全保障政策の構想・実現に努力すべきであろ

う。朝鮮半島や中台関係に於ける非常な軍事的緊張に照らして、アジア冷戦の終結は容易で

はない。現在の情勢は、最終手段としての核兵器への回帰、弾道ミサイル拡散など、深刻な

軍拡競争の様相を呈しはじめている。日本自体では「尊守防衛」を掲げているが、日米一体

化した軍事力としては、アジア太平洋地域内で極めて攻撃的な防衛態勢をとっている。これ

に対抗する中国などの急速な軍備増強も中・長期的に深刻な懸念である。TMD配備は、安

全保障のジレンマを深刻化させこそすれ、ミサイル危機への最善の対応とは考えられない。

日本としては、アジア太平洋地域の諸国が大量破壊兵器や弾道ミサイルなどの攻撃的防衛手

段に訴えずとも安全が確保できると考えられるようなセッティングの構築に向けて政治的外

向的努力を強化すべきであろう。例えば、先制核攻撃禁止、核の傘からの離脱や地域内の戦

域ミサイルの禁止など、地域全体として攻撃的防衛から非攻撃的防衛に転換させるような「北

東アジア非核地帯化」構想などは、もっと真剣に検討されるべきであろう。1980年代に冷戦

終結に向けて大きな弾みをつけたのは、米ソの中距離核戦力（INF）撤廃合意であった。それ

は「ヨーロッパを米ソ対立による限定的核戦争の舞台にしない」ために西ヨーロッパで激化
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した反核運動が促進要因になったという指摘がある。実際、この西ヨーロッパでの反核運動

の高まりなくして、ソ連のゴルバチョフは軍縮に向けたイニシアティブを採りえたであろう

か。東アジアは今、戦域ミサイルの応酬とTMDでの対抗という地域限定的なミサイル危機の

舞台となっている。応酬における冷戦締結の歴史から学ぶべきものは、まだあるのではなか

ろうか。

注
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Research，　Uppsala　Universit払Report　No．51．p．203．

池上雅子（1999）「冷戦後の軍事技術研究開発と日本一世界の軍縮・軍備管理で問われる日

本の役割」「平和研究」第24号、日本平和学会発行／早稲田大学出版pp．15－24
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